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(1）運用状況 （％表示は対前期増減率）

営業収益 営業利益 経常利益 当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％
2026年7月期 12,159 1.9 7,281 5.9 6,770 5.7 6,770 5.7
2026年1月期 11,933 2.4 6,874 5.1 6,407 5.0 6,406 5.0

１口当たり
当期純利益

自 己 資 本
当期純利益率

総 資 産
経常利益率

営 業 収 益
経常利益率

円 ％ ％ ％
2026年7月期 2,465 4.8 2.5 55.7
2026年1月期 2,332 4.6 2.3 53.7

１口当たり分配金
（利益超過分配金は

　　含まない）

分配金総額
（利益超過分配金は

　　含まない）

１口当たり
利益超過分配金

利益超過
分配金総額

配当性向
純資産
配当率

円 百万円 円 百万円 ％ ％

2026年7月期 2,365 6,493 0 － 95.9 4.6
2026年1月期 2,300 6,316 0 － 98.5 4.5

(3）財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 １口当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円
2026年7月期 276,290 141,419 51.2 51,502
2026年1月期 274,137 140,984 51.4 51,338

営 業 活 動 に よ る
キャッシュ ・フロー

投 資 活 動 に よ る
キャッシュ ・フロー

財 務 活 動 に よ る
キャッシュ ・フロー

現金及び現金同等物
期 末 残 高

百万円 百万円 百万円 百万円
2026年7月期 8,030 △4,706 △3,743 17,228
2026年1月期 9,949 △2,523 △4,503 17,647

１．2026年7月期の運用、資産の状況（2026年2月1日～2026年7月31日）

(2）分配状況

（注）配当性向＝分配金総額÷当期純利益×100（小数第１位未満を切り捨てて記載しています。）

なお、2026年7月期の1口当たり分配金は、当期未処分利益（買換特例圧縮積立金の取崩額を含みます。）から圧縮特別勘定

積立金積立額として720百万円を控除した金額を発行済み投資口の総口数で除して算出しています。また、2026年1月期の1
口当たり分配金は、当期未処分利益から圧縮特別勘定積立金積立額として533百万円を控除した金額を発行済み投資口の

総口数で除して算出しています。

(4）キャッシュ・フローの状況



（％表示は対前期増減率）

営業収益 営業利益 経常利益 当期純利益
１口当たり分配金
（利益超過分配金

は含まない）

１口当たり
利益超過分配金

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 円
2027年1月期 11,544 △5.1 6,551 △10.0 5,914 △12.7 5,913 △12.7 2,200 －
2027年7月期 11,473 △0.6 6,425 △1.9 5,686 △3.8 5,685 △3.8 2,250 －

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 無

② ①以外の会計方針の変更 ： 無

③ 会計上の見積りの変更 ： 無

④ 修正再表示 ： 無

①　期末発行済投資口の総口数（自己投資口を含む） 2026年7月期 2,745,869口 2026年1月期 2,746,163口
②　期末自己投資口数 2026年7月期 0口 2026年1月期 0口

２．2027年1月期の運用状況の予想（2026年8月1日～2027年1月31日）及び

2027年7月期の運用状況の予想（2027年2月1日～2027年7月31日）

（参考）１口当たり予想当期純利益（2027年1月期）2,170円、（2027年7月期）2,086円
（注1）2027年1月期の1口当たり分配金は、当該期の未処分利益6,357百万円（内部留保（買換特例圧縮積立金）の一部

（443百万円）の取り崩しを含みます。）を支払原資とすることを前提としています。

（注2）2027年7月期の1口当たり分配金は、当該期の未処分利益6,131百万円（内部留保（買換特例圧縮積立金）の一部

（443百万円）の取り崩しを含みます。）を支払原資とすることを前提としています。

※　その他

(1）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

(2）発行済投資口の総口数

（注）１口当たり当期純利益の算定の基礎となる投資口数については、後記34ページ「１口当たり情報に関する注記」をご覧

ください。

※　決算短信は公認会計士又は監査法人の監査の対象外です。

※　特記事項

（将来に関する記述等についてのご注意）

本資料に記載されている運用状況の見通し等の将来に関する記述は、日本ロジスティクスファンド投資法人（以下「本投資

法人」といいます。）が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、実際の運用状況等

は様々な要因により大きく異なる可能性があります。また、本予想は分配金及び利益超過分配金の額を保証するものではあ

りません。運用状況の予想の前提条件及びご利用に当たっての注意事項については、後記8ページ「1.運用状況（1）運用状

況　②次期の見通し　D.運用状況の見通し」をご参照ください。
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１．運用状況

（1）運用状況

①　当期の概況

A.　投資法人の主な推移

本投資法人は、主として首都圏、近畿地域、中部地域及び九州地域に所在する物流施設の用途に供されている不動産等

を投資対象とする、我が国で初めての「物流REIT」です。投資信託及び投資法人に関する法律（昭和26年法律第198号。そ

の後の改正を含みます。）（以下「投信法」といいます。）に基づき、三井物産ロジスティクス・パートナーズ株式会社を設立企

画人として、2005年2月22日に設立され、同年5月9日に株式会社東京証券取引所（以下「東京証券取引所」といいます。）不

動産投資信託証券市場に上場（銘柄コード8967）しました。

当期末（2026年7月31日）時点で合計54物件・取得価格の総額296,513百万円の不動産等を運用しています。なお、2026年
6月には合同会社Sasanqua匿名組合出資持分を取得しており、当該出資持分を含む総資産額は276,290百万円となっていま

す。

B.　投資環境と運用実績

当期の日本経済は、中東情勢の影響もあって一部に弱めの動きもみられますが緩やかに回復しており、海外経済につい

ても一部に弱めの動きがみられるものの、総じて緩やかに成長しています。輸出や鉱工業生産は基調として横ばい圏内の動

きが続いています。企業収益は全体として高水準を維持しており、業況感も良好な水準で推移しています。こうしたもとで、設

備投資は緩やかな増加傾向にあります。また、物価面では、消費者物価（除く生鮮食品）の前年比は、賃金上昇の販売価格

への転嫁の動きが続くもとで、政府によるエネルギー負担緩和策の効果などから、足もとは1％台半ばとなっています。

東証REIT指数については、オフィスや物流施設を中心とした賃料増額の進展など不動産ファンダメンタルズの改善が続き

ましたが、長期金利の上昇に伴い、分配金要求利回りの上昇や資金調達コスト増加への懸念が重石となり、一進一退の展

開となりました。5月から6月にかけては長期金利の上昇を受けて軟調に推移しましたが、7月には長期金利が落ち着きをみ

せたことから反発しました。J-REIT市場全体では、依然としてNAVに対して割安な状況が継続しています。

物流施設の賃貸市場について、首都圏では、ECや食品で大型の成約が複数みられ、二次空室の埋め戻しも進み、空室

率は緩やかな改善が続いています。賃料については、国道16号エリアや圏央道エリアでは小幅ながらも上昇し、更に新規供

給が限定的かつ空室消化が進展した外環道エリアや東京ベイエリアでは際立った上昇がみられました。近畿圏においては、

従前より強い引き合いが継続している中心部において、EC関連や物流企業による成約がみられ、空室率が低位で推移して

いることをはじめ、全域で需給が逼迫していることから、賃料は上昇基調となりました。中部圏においては、新規供給におい

てまとまった空室が残った一方で、既存物件では空室消化が進展しました。テナントが立地やスペックの高さなど利便性をよ

り重視する傾向にあることから、物件ごとの賃料変動に強弱がみられ、中部圏全体では賃料は横ばいで推移しました。九州

圏においては、福岡市周辺では空室が限定的であるものの、鳥栖・小郡方面では空室消化が進んでおらず、賃料は横ばい

で推移しています。

このような環境下において、本投資法人は1口当たり分配金と1口当たりNAVの安定と持続的な成長を引き続き追求してい

ます。本投資法人の投資口価格は1口当たりNAVに対してディスカウントされた水準で推移しており、本資産運用会社として

は投資口価格の回復が重要な課題であると認識しています。当期は、2025年1月に決定した交換取引の一部を完了したほ

か、2026年3月には鳥栖物流センター及び横浜鳥浜町（底地）を取得、同年6月には浦安千鳥物流センターⅢの売却に加え、

匿名組合出資持分を取得しました。他方、2026年2月から同年3月にかけて自己投資口の取得プログラムを設定しました。ポ

ートフォリオ運用についても、継続して複数の既存物件において賃料増額での再契約を締結しており、力強い利益成長を実

現しています。
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信用格付業者 内容

株式会社格付投資情報センター

（R&I）

発行体格付
AA-

（格付の方向性：安定的）

長期個別債務格付

第3回無担保投資法人債

AA-
第5回無担保投資法人債

AA-

株式会社日本格付研究所

（JCR）

長期発行体格付
AA

（格付の見通し：安定的）

債券格付

第6回無担保投資法人債

AA
第7回無担保投資法人債

（グリーンボンド）

AA

C.　財務戦略の概要

本投資法人では、有利子負債調達にあたり、返済期限の分散の推進及び高水準の固定金利比率の維持によって、金利

上昇への耐性を高めています。当期末時点での有利子負債総額は123,700百万円、LTV（Loan to Value）は総資産ベース

（注1）で44.8％、鑑定評価額ベース（注2）で29.4％となっており、引き続き安定的な財務運営を行っています。

本投資法人は、2025年12月に決定した自己投資口の取得について、証券会社との自己投資口の取得に係る買付契約に

基づく東京証券取引所における市場買付けにより行い、当期中に取得した投資口の全てについて2026年7月31日に消却を

行いました。当期において取得・消却した投資口の総数は294口（当該取得・消却前の発行済投資口の総口数に対する割合

0.01%）、取得価額の総額は28百万円となります。また、本投資法人の1口当たりNAV（純資産価値）等の水準に照らして、投

資口価格が割安で推移しており、中長期的な投資主価値向上を企図して、2026年7月に新たな自己投資口の取得を決定し

ました。

本投資法人が主たる投資対象とする物流施設は、他アセットと比較して一般的に土地建物価格に占める建物価格比率が

高く減価償却費が大きい一方、建物価格に占める設備割合が低く資本的支出が限定的との特性を有しています。かかる特

性を踏まえ、本投資法人は、効率的なキャッシュ・マネジメント及び投資主還元を実施するため、一定のルールのもと利益を

超える金銭の分配（以下「利益超過分配」といいます。）を実施します。なお、利益超過分配は、本投資法人において買換特

例圧縮積立金、圧縮積立金その他の内部留保が存在する場合には実施しません。また、継続的な利益超過分配の水準は、

当面の間、当該営業期間の減価償却費の60％に相当する金額を上限としますが、一時的に1口当たり分配金の水準が一定

程度減少することが見込まれる場合には、1口当たり分配金の金額を平準化することを目的として、継続的な利益超過分配

に加え、一時的な利益を超えた金銭の分配（以下「一時的な利益超過分配」といいます。）を行うことがあります。ただし、継続

的な利益超過分配と一時的な利益超過分配の合計額は、当該営業期間の減価償却費の60％に相当する金額を限度としま

す。

（注1）総資産ベースLTV（％）=有利子負債残高÷総資産額×100（小数第2位以下を四捨五入しています。）

（注2）鑑定評価額ベースLTV（％）=有利子負債残高÷期末算定価額×100（小数第2位以下を四捨五入しています。）

当期末時点の格付の状況

D.　業績及び分配

上記のとおり運用を行った結果、当期の実績は営業収益12,159百万円、営業利益7,281百万円、経常利益6,770百万円、

当期純利益6,770百万円となりました。

なお、当期は市川物流センターⅡの土地（準共有持分18％）の譲渡に伴い、過年度に計上した買換特例圧縮積立金の一

部（443百万円）を取り崩しました。また、租税特別措置法第65条の8「特定の資産の譲渡に伴い特別勘定を設けた場合の課

税の特例」の適用により、2026年6月に譲渡した浦安千鳥物流センターⅢの譲渡益の一部（720百万円）を圧縮特別勘定積

立金積立額として内部留保することとしました。かかる方針により、分配金については、当期未処分利益（買換特例圧縮積立

金の取崩額を含みます。）から租税特別措置法第65条の8に定められている圧縮特別勘定積立金積立額720百万円を控除

した残額である6,493百万円を利益分配金として分配することとし、この結果、投資口1口当たりの利益分配金は2,365円とな

りました。

これに加え、本投資法人は投資法人規約に定める分配の方針に従い、原則として毎期継続的に利益を超えた金銭の分

配（税法上の出資等減少分配に該当する出資の払戻し）を行っていくこととしています。しかしながら、当期は、本投資法人に

おいて内部留保（買換特例圧縮積立金及び圧縮積立金等）が存在することから、利益を超えた金銭の分配を行いません。
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②　次期の見通し

A.　環境認識

日本経済の先行きについては、中東情勢の影響による原油価格上昇などの下押し要因があるものの、AI関連需要の増

加や賃上げの進展、政府による各種施策及び緩和的な金融環境が経済を下支えすることから、伸び率を縮小しつつも緩や

かな成長を続けると考えられます。中東情勢については依然として不透明な状況が続いているものの、原油価格の下落を

受けて経済の大幅な下振れリスクや物価の大幅な上振れリスクは低下しています。一方で、原油価格上昇による企業収益

や家計への下押し圧力、物価動向への影響については引き続き留意する必要があります。更に、AI関連需要の拡大に伴う

素材価格や機械類の価格上昇等を通じて、物価上昇圧力が強まるリスクもあります。また、米欧を含む各国の財政拡張的

な動きが、世界経済、物価及び金融市場に及ぼす影響にも留意する必要があります。日本においては、人口動態の変化等

に伴う人手不足感の強まりから、省力化投資をはじめとした資本と労働の代替の進展が求められる一方、こうした取り組み

が滞った場合には成長率の下押し懸念があります。国内外における様々なリスク要因の動向については、引き続き注視して

いく必要があります。

物流施設の賃貸市場では、首都圏において、既存物件の空室消化が進展したことに加え、建築コストの上昇や中東情勢

による工期遅延などを背景に新規開発の動きが鈍化し、新規供給も落ち着きつつあることから、需給の改善傾向が継続して

います。近畿圏においては、臨海部、内陸部とも安定的な需要がみられ、今後も堅調な賃貸市況が続く見通しです。中部圏

においては、2026年上半期に新規供給が集中したため、需給緩和が継続しているものの、その後は徐々に需給改善が進む

見通しとなっています。九州圏においては、2026年の新規供給が2025年をやや上回る水準となり、需給環境は緩やかに緩

和する見込みです。

物流施設の売買市場では、世界的に見て相対的に大きいイールドギャップの存在や物流施設のキャッシュ・フローにおけ

るディフェンシブ性に注目する投資家の需要を背景に、依然として厳しい取得環境が継続すると考えられます。

本投資法人は、インフレや金利上昇等のコスト増が継続する中、軟調に推移する本投資法人の投資口価格の水準を改善

することを引き続き課題として認識しています。この課題に対し、ポートフォリオの利益成長に対する信認を高めるため、1口
当たりFFO（注）年率+2.2％以上の成長目標を掲げ、中期的な目安として2028 年1月期における1口当たりFFO：2,500 円の到

達を目指しています。また、1口当たりFFOの成長と併せて、1口当たり分配金についても成長を図り、2028年1月期における1
口当たり分配金：2,300円の到達を目指しています。これらの目標達成に向けて、賃料増額の推進と金利上昇・インフレ等に

よるコスト増を抑制することに加えて、本投資法人の豊富な含み益を活用した継続的な物件売却とそれによって獲得した資

金を再投資に充てることで、ポートフォリオから生まれるキャッシュ・フローの成長を図ります。これらにより、1口当たりFFO等

の成長、ひいては投資口価格の向上を目指します。

（注）FFO＝当期純利益＋当期減価償却費＋当期固定資産除却損＋不動産等売却損－不動産等売却益－不動産等交換

差益 
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B.　今後の運用方針及び対処すべき課題

このような投資環境の中、本投資法人は以下の方針に基づき、中長期的な安定収益の確保を目指した運用を行う方針で

す。

（イ）保有不動産の運営管理

・賃貸運営管理

賃貸借契約の更改に際しては、収益の安定化と向上を意識した運営に努めています。収益の安定化について

は長期間の賃貸借契約の締結、収益の向上については市場環境やテナント状況を踏まえた賃料交渉を推進しま

す。既存テナントが退去する場合には、収益性の維持を念頭に置いた上で、切れ目なく賃貸を継続できるよう、ス

ポンサー、各地域の物流施設・テナント情報に精通した仲介会社及び資産運用会社独自のネットワークを活用し、

上記方針に沿ったリーシング活動を行います。

なお、本投資法人が当期末現在保有する物流施設の残存賃貸借契約年数は、年間契約賃料で加重平均して

算出すると5.1年であり、引き続き安定した収益が期待されます。

・テナントリレーションの強化

既存テナントとのコミュニケーションを密に行うことにより、テナントの総合的な満足度の向上を図ります。具体的

には、既存物流施設における増床・改良ニーズに対応することや、テナントニーズ・業界トレンドに対応した機能向

上及びリニューアルを適宜行うことが挙げられます。

・適切な維持管理・追加投資

保有物件の修繕・更新工事の実施に際しては、工事費用の平準化に留意してこれを行います。適切なプロパテ

ィ・マネジメント会社を選定し、各物件の特性に合った効率的な運用管理を行うことや、資産運用会社における維

持管理の質を高め、各種手続きの標準化を進めることで保有不動産の維持管理最適化を目指します。

更に、本投資法人では、テナントの要請、施設の賃貸借ニーズ、容積率の消化状況等を踏まえ、賃貸マーケット

において立地優位性があり、建物・設備更新により競争力向上が見込まれる場合や、経年劣化に伴い維持管理コ

スト負担が経済合理性に見合わないと判断される場合、必要に応じてOBR（Own Book Redevelopment）（注）又は

物件の売却/入替を行うことも検討します。

（注）OBRとは、“Own Book Redevelopment”の略であり、投資法人が保有する物件を本投資法人自ら再開発する

ことをいいます。再開発とは、本投資法人が保有する土地上に存在する建物を取り壊した上で、当該土地上

に本投資法人が新たに建物を建てる行為（本投資法人が建設会社等と協同し、建設会社等が本投資法人が

保有する土地上に新たに建物を建て、その後、当該建設会社等から当該建物が竣工後の任意の時期に取

得する行為を含みます。）をいいます。

（ロ）新規物件の取得

・物件情報の収集活動

物流施設は、他の収益不動産と比較して流通量が相対的に少ないため、広範な情報収集とそれに基づく的確

な投資判断が競争優位性を生み出すものと本投資法人は考えています。可能な限り競合他社との価格競争を避

けるため、スポンサー等の幅広いネットワーク及び資産運用会社独自の情報ルートを活用した物件情報の早期入

手や相対取引の促進に努める方針です。

・取得物件のスペック

物件取得に際しては、物流施設の長期安定運用に不可欠な要素である立地及び施設の汎用性を重視して投

資判断を行います。とりわけ、特定業種テナントの使用にのみ対応可能な特殊な施設構造・設備を有する物件の

取得は原則として避け、広範な物流需要に対応できる汎用的な施設仕様を有することを重要な判断基準としま

す。

・ポートフォリオの分散

テナントからの賃料減額要請や施設からの退去等による収益変動を最小化するため、1テナントへの依存度合

いやテナントの属する業種、各テナントの賃貸借期限の分散等を意識し、保有ポートフォリオにおけるテナント集

中化リスクの低減につながる物件取得を図ります。

（ハ）財務戦略

1口当たり分配金の安定と成長を最優先に、保守的な有利子負債比率の維持に留意しつつ、金融機関からの借

入れ・公募増資等の財務活動を行っていきます。有利子負債による調達にあたっては資金調達先や返済期限の分

散に配慮した対応を行う方針です。公募増資においては1口当たり分配金や1口当たりNAVの成長等、投資主価値

の向上に配慮して検討する方針です。また、敷金及び保証金についても、物件の取得資金の一部として活用する

等、効率的なキャッシュ・マネジメントを行う方針です。

更に、本投資法人は、資本効率の向上及び投資主還元のため、資本政策の一環として自己の投資口の取得及び

消却を行うことを必要に応じて検討していきます。
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取得（予定）資産

不動産信託受益権（準共有持分67%）

①　準共有持分33%
②　準共有持分34%

取得（予定）価格
①　5,181百万円

②　5,338百万円

取得（予定）時期
①　2026年8月3日
②　2027年2月1日

所在地 千葉県船橋市西浦三丁目6番1号他

用途 倉庫

敷地面積 30,372.00㎡（注）

延床面積 58,504.55㎡（注）

構造 鉄筋コンクリート・鉄骨造合金メッキ鋼板ぶき5階建他

建築時期 2007年4月23日他

所有形態 土地：所有権　　建物：所有権

譲渡（予定）資産

不動産信託受益権（準共有持分36%）

①　準共有持分18%
②　準共有持分18%

譲渡（予定）価格
①　4,960百万円

②　4,960百万円

契約日 2025年1月16日

譲渡（予定）日
①　2026年8月3日
②　2027年2月1日

譲渡先 日本プロロジスリート投資法人

損益に及ぼす影響

2027年1月期（自　2026年8月1日　至　2027年1月31日）において、法人税法第50条
の「交換により取得した資産の圧縮額の損金算入」の規定を適用し、不動産等譲渡

対価と不動産等譲渡原価の差額を活用して圧縮記帳を行う予定です。また、市川物

流センターⅡの土地売却に伴い、買換特例圧縮積立金の取崩しが発生する見込み

です。その結果、不動産等交換差益342百万円を計上、買換特例圧縮積立金443百
万円を取崩し、分配金の支払原資とする予定です。

2027年7月期（自　2027年2月1日　至　2027年7月31日）において、法人税法第50条
の「交換により取得した資産の圧縮額の損金算入」の規定を適用し、不動産等譲渡

対価と不動産等譲渡原価の差額を活用して圧縮記帳を行う予定です。また、市川物

流センターⅡの土地売却に伴い、買換特例圧縮積立金の取崩しが発生する見込み

です。その結果、不動産等交換差益58百万円を計上、買換特例圧縮積立金443百万

円を取崩し、分配金の支払原資とする予定です。

C.　決算後に生じた重要な事実

　　該当事項はありません。

【参考情報】

本投資法人は、決算日後、本書の日付現在に至るまでの間に、以下の交換取引の一部を完了しています。

＜資産の交換＞

資産の取得

【M-43 船橋西浦物流センターⅢ】

（注）いずれも本物件全体について記載しています。

資産の譲渡

【M-18 市川物流センターⅡ】
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取得資産 不動産信託受益権

取得価格 2,858百万円

取得時期 2026年8月12日
所在地 千葉県山武郡芝山町大里字於品﨑2831番1他
用途 倉庫

敷地面積 7,635.22㎡
延床面積 11,715.00㎡
構造 鉄骨造合金メッキ鋼板ぶき3階建

建築時期 2025年1月8日
所有形態 土地：所有権　　建物：所有権

取得資産 不動産信託受益権

取得予定価格 4,500百万円

取得予定時期 2026年10月1日
所在地 兵庫県加東市南山六丁目6番8
用途 倉庫

敷地面積 17,820.24㎡
延床面積 18,249.36㎡
構造 鉄骨造合金メッキ鋼板ぶき2階建

建築時期 2024年10月31日
所有形態 土地：所有権　　建物：所有権

借入先
三井住友信託銀行

株式会社

株式会社

三菱UFJ銀行

株式会社

三井住友銀行

株式会社

三菱UFJ銀行

借入金額 600百万円 200百万円 200百万円 2,500百万円

調達金利
全銀協1か月日本円

TIBOR（注）＋0.260%
全銀協1か月日本円

TIBOR（注）＋0.260%
全銀協1か月日本円

TIBOR（注）＋0.250%
全銀協3か月日本円

TIBOR（注）＋0.330%
借入日 2026年8月12日 2026年8月31日
返済期日 2026年10月1日 2033年8月31日
借入方法・

担保の有無
無担保・無保証

返済方法 期日一括返済

資金使途 取得資金の一部に充当
借入金の返済資金へ

の充当

＜資産の取得＞

本投資法人は、決算日後、本書の日付現在に至るまでの間に、以下の資産を取得しました。

【M-46 成田物流センター】

本投資法人は、決算日後、本書の日付現在に至るまでの間に、以下の資産の取得を決定しました。

【T-18 ひょうご東条物流センター】

＜資金の借入れ＞

本投資法人は、決算日後、本書の日付現在に至るまでの間に、以下の資金の借入れを行っています。
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借入先 株式会社三菱UFJ銀行

借入金額 3,000百万円

調達金利 全銀協1か月日本円TIBOR（注）＋0.36375%
借入日 2026年9月30日
返済期日 2034年9月30日
借入方法・

担保の有無
無担保・無保証

返済方法 期日一括返済

資金使途 借入金の返済資金への充当

営業収益 営業利益 経常利益 当期純利益
１口当たり分配金
（利益超過分配金

は含まない）

１口当たり
利益超過分配金

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 円

2027年1月期 11,544 △5.1 6,551 △10.0 5,914 △12.7 5,913 △12.7 2,200 －

2027年7月期 11,473 △0.6 6,425 △1.9 5,686 △3.8 5,685 △3.8 2,250 －

(注1) 上記予想数値は一定の前提条件の下に算出した現時点でのものであり、状況の変化により実際の当期純利益、分配金等は変動する可能

性があります。また、本予想は分配金の額を保証するものではありません。

(注2) 2027年1月期の1口当たり分配金は、当該期の未処分利益6,357百万円（内部留保（買換特例圧縮積立金）の一部（443百万円）の取り崩しを

含みます。）を支払原資とすることを前提としています。

（注3） 2027年7月期の1口当たり分配金は、当該期の未処分利益6,131百万円（内部留保（買換特例圧縮積立金）の一部（443百万円）の取り崩しを

含みます。）を支払原資とすることを前提としています。

本投資法人は、決算日後、本書の日付現在に至るまでの間に、以下の資金の借入れを決定しています。

（注）全銀協日本円TIBORについては、一般社団法人全銀協TIBOR運営機関のホームページ（http://www.jbatibor.or.jp/rate/）でご確認くだ

さい。

D．運用状況の見通し

2027年1月期（2026年8月1日～2027年1月31日）及び2027年7月期（2027年2月1日～2027年7月31日）の運用状況の見

通しは下記のとおりです。なお、この見通しの前提条件については、下記の「運用状況の予想の前提条件」をご覧くださ

い。

（%表示は対前期増減率）
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項　　　目 前提条件

計算期間
・2027年1月期：2026年8月1日～2027年1月31日
・2027年7月期：2027年2月1日～2027年7月31日

保有資産

・本書の日付現在本投資法人が保有する55物件及び匿名組合出資持分1件から、以下の取得及び

譲渡が行われることを前提としています。

2027年1月期：

　　2026年10月1日　ひょうご東条物流センターの取得

　　2026年12月22日　川崎物流センター（準共有持分25%）の譲渡

2027年7月期：

　　2027年2月1日　  船橋西浦物流センターⅢ（準共有持分34%）の交換による取得

　　2027年2月1日　  市川物流センターⅡ（準共有持分18%）の交換による譲渡

　　2027年6月29日　川崎物流センター（準共有持分25%）の譲渡

　その他に2027年7月期末までの間に物件の取得及び売却が行われないことを前提としています。

・船橋西浦物流センターⅢの交換による取得（第3回）に関する信託受益権交換契約は、金融庁の定

める「金融商品取引業者等向けの総合的な監督指針」に規定されるフォワード・コミットメント等に該

当します。なお、本物件の第3回交換（取得）予定日は2027年2月1日です。

・実際には、運用資産の異動等により変動する可能性があります。

発行済投資口の

総口数

・本書の日付現在の発行済投資口の総口数2,745,869口から、2026年7月30日付で公表した自己投

資口取得による影響として、2027年1月期において21,000口の取得及び消却を見込んでおり、2027
年1月期末時点の発行済投資口の総口数は2,724,869口を前提としています。

・その他、2027年7月期末までに投資口数の変動がないことを前提としています。

有利子負債

・本書の日付現在の有利子負債残高である124,700百万円のうち、本書の日付以降、2027年1月期

及び2027年7月期にそれぞれ7,000百万円及び9,000百万円の借入金又は投資法人債の返済期限

又は償還期限が到来します。2027年1月期においてはこのうち2,000百万円を手元現預金にて返済

し、5,000百万円を借入金等により調達することを前提としています。2027年7月期においては9,000
百万円を借入金等により調達することを前提としています。

・2026年10月1日に取得することを前提としているひょうご東条物流センターについて、3,000百万円

の借入れを行うことを前提としています。また、2027年2月1日に実施することを前提としている市川

物流センターⅡ（準共有持分18%）と船橋西浦物流センターⅢ（準共有持分34%）の交換に伴う差金

の支払いについては、手元現預金により行うものとし、新規の借入金等の調達を行わないことを前

提としています。

・2027年1月期及び2027年7月期の各期末時点における有利子負債残高は、125,700百万円となるこ

とを見込んでいます。

営業収益

・賃貸事業収益は、本書の日付現在有効な賃貸借契約等（ただし、ひょうご東条物流センターについ

ては取得日時点で有効な賃貸借契約等）をもとに、市場環境及び賃借人との交渉状況を踏まえた

賃料等の変動要素を勘案して算出しています。

・2027年1月期において、市川物流センターⅡ（準共有持分18%）及び川崎物流センター（準共有持分

25%）の譲渡に伴う不動産等交換差益及び不動産等売却益として1,107百万円を、2027年7月期に

おいて、市川物流センターⅡ（準共有持分18%）及び川崎物流センター（準共有持分25%）の譲渡に

伴う不動産等交換差益及び不動産等売却益として847百万円をそれぞれ見込んでいます。なお、市

川物流センターⅡ（2027年1月期：準共有持分18%、2027年7月期：準共有持分18%）と船橋西浦物

流センターⅢ（2027年1月期：準共有持分33%、2027年7月期：準共有持分34%）の交換については、

法人税法第50条の「交換により取得した資産の圧縮額の損金算入」の規定を適用し、圧縮記帳を

行う予定です。

2027年1月期（2026年8月1日～2027年1月31日）及び

2027年7月期（2027年2月1日～2027年7月31日）の運用状況の予想の前提条件
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項　　　目 前提条件

営業費用

2027年1月期 2027年7月期

公租公課： 902百万円 976百万円

外注委託費： 328百万円 336百万円

修繕費： 179百万円 134百万円

減価償却費： 1,839百万円 1,827百万円

固定資産除却損： 3百万円 10百万円

その他賃貸事業費用： 573百万円 594百万円

・本投資法人においては不動産等の取得にあたり、取得年度に係る固定資産税及び都市計画税（以

下「固都税等」といいます。）相当分を取得原価に算入します。2026年8月3日に取得した船橋西浦

物流センターⅢ（準共有持分33%）、2026年8月12日に取得した成田物流センター、2026年10月1日
に取得予定のひょうご東条物流センター及び2027年2月1日に取得予定の船橋西浦物流センターⅢ

（準共有持分34%）の取得原価に算入する予定の固都税等相当額は合計50百万円を見込んでいま

す。

・主たる営業費用である賃貸事業費用の主な内訳は以下のとおりです。

・減価償却費及び固定資産除却損以外の費用については、過去の実績値を基準とし、費用の変動

要素を反映して算出しています。

・修繕費は、予想し難い要因に基づく建物の毀損等により修繕費が緊急に発生する可能性があるこ

と、一般的に年度による金額の差異が大きくなること及び定期的に発生する金額ではないこと等か

ら、各営業期間の修繕費が予想金額と大きく異なる結果となる可能性があることにご留意ください。

・減価償却費は、付随費用、将来の追加の資本的支出を含めて定額法により算出しています。

・賃貸事業費用以外の営業費用のうち、資産運用報酬については、2027年1月期に960百万円、2027
年7月期に972百万円をそれぞれ見込んでいます。

営業外費用

・営業外費用は、2027年1月期に662百万円、2027年7月期に752百万円をそれぞれ見込んでいます。

そのうち、支払利息、投資法人債利息等について、2027年1月期に617百万円、2027年7月期に712
百万円をそれぞれ見込んでいます。また、融資関連費用として2027年1月期に37百万円、2027年7
月期に35百万円をそれぞれ見込んでいます。

1口当たり

分配金

（利益超過分配金を

含まない）

・本投資法人の規約に定める金銭の分配の方針を前提として算出しています。

・2027年1月期の1口当たり分配金は、当該期の未処分利益6,357百万円（内部留保（買換特例圧縮

積立金）の一部（443百万円）の取り崩しを含みます。）から、租税特別措置法に規定されている圧縮

記帳制度等の活用により361百万円を内部留保し、支払原資とすることを前提としています。

・2027年7月期の1口当たり分配金は、当該期の未処分利益6,131百万円（内部留保（買換特例圧縮

積立金）の一部（443百万円）の取り崩しを含みます。）を支払原資とすることを前提としています。

・運用資産の異動、テナントの異動等に伴う賃貸収入の変動、予期せぬ修繕の発生、金利の変動、

新投資口の追加発行等を含む種々の要因により、1口当たり利益分配金の額が変動する可能性が

あります。

1口当たり

利益超過分配金

・利益を超える金銭の分配については、2027年1月期及び2027年7月期において、内部留保が存在

するため、実施しないことを前提としています。

その他

・法令、税制、会計基準、上場規則、資産運用業協会規則等において、上記の予想数値に影響を与

える改正が施行されないことを前提としています。

・一般的な経済動向及び不動産市況等に不測の重大な変化が生じないことを前提としています。

（2）投資リスク

最近の有価証券報告書（2026年4月28日提出）における「投資リスク」をご参照ください。
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（単位：千円）

第41期
2026年1月31日

第42期
2026年7月31日

資産の部

流動資産

現金及び預金 11,203,191 12,343,739

信託現金及び信託預金 5,097,047 5,088,354

営業未収入金 424,029 417,157

前払費用 3,021 3,271

未収還付法人税等 1,441 5,362

預け金 1,550,000 －

その他 7,052 22,196

流動資産合計 18,285,783 17,880,082

固定資産

有形固定資産

建物 16,328,237 16,403,946

減価償却累計額 △3,637,154 △3,841,733

建物（純額） 12,691,082 12,562,212

構築物 572,022 587,511

減価償却累計額 △207,489 △218,651

構築物（純額） 364,533 368,860

工具、器具及び備品 24,341 25,488

減価償却累計額 △13,900 △15,203

工具、器具及び備品（純額） 10,440 10,284

土地 10,862,157 10,862,157

建設仮勘定 1,589 186,219

信託建物 137,208,758 136,597,930

減価償却累計額 △43,949,197 △44,703,549

信託建物（純額） 93,259,560 91,894,380

信託構築物 3,811,009 3,827,491

減価償却累計額 △1,993,200 △2,027,582

信託構築物（純額） 1,817,808 1,799,909

信託工具、器具及び備品 70,077 72,915

減価償却累計額 △35,167 △37,357

信託工具、器具及び備品（純額） 34,909 35,557

信託土地 ※１ 136,102,161 ※１ 139,151,536

信託建設仮勘定 － 5,258

有形固定資産合計 255,144,246 256,876,376

無形固定資産

その他 164 3,505

無形固定資産合計 164 3,505

投資その他の資産

投資有価証券 7,550 864,462

長期前払費用 305,974 276,891

繰延税金資産 15 11

差入保証金 10,000 10,000

デリバティブ債権 362,021 360,942

投資その他の資産合計 685,561 1,512,308

固定資産合計 255,829,971 258,392,189

繰延資産

投資法人債発行費 21,921 18,541

繰延資産合計 21,921 18,541

資産合計 274,137,677 276,290,813

２．財務諸表等

（１）貸借対照表
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（単位：千円）

第41期
2026年1月31日

第42期
2026年7月31日

負債の部

流動負債

営業未払金 1,567,710 737,195

短期借入金 ※２ 2,400,000 －

１年内償還予定の投資法人債 － 2,000,000

１年内返済予定の長期借入金 14,500,000 15,500,000

未払分配金 4,867 5,397

未払費用 1,251,326 1,103,911

未払法人税等 698 675

未払消費税等 401,741 226,791

前受金 1,764,716 1,799,011

預り金 8,520 110

その他 21,233 20,599

流動負債合計 21,920,815 21,393,693

固定負債

投資法人債 10,700,000 8,700,000

長期借入金 93,500,000 97,500,000

預り敷金及び保証金 611,247 716,989

信託預り敷金及び保証金 6,149,882 6,291,165

長期預り金 271,259 269,951

固定負債合計 111,232,389 113,478,105

負債合計 133,153,204 134,871,798

純資産の部

投資主資本

出資総額

出資総額（総額） 140,559,170 140,559,170

出資総額控除額 ※３ △9,979,920 ※３ △10,008,138

出資総額（純額） 130,579,249 130,551,031

剰余金

任意積立金

買換特例圧縮積立金 ※４ 1,331,618 ※４ 887,745

圧縮特別勘定積立金 － 533,761

圧縮積立金 1,861,566 1,861,566

任意積立金合計 3,193,184 3,283,073

当期未処分利益又は当期未処理損失（△） 6,850,016 7,213,980

剰余金合計 10,043,201 10,497,053

投資主資本合計 140,622,451 141,048,084

評価・換算差額等

繰延ヘッジ損益 362,021 370,930

評価・換算差額等合計 362,021 370,930

純資産合計 ※５ 140,984,472 ※５ 141,419,014

負債純資産合計 274,137,677 276,290,813
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（単位：千円）

第41期
自　2025年8月1日
至　2026年1月31日

第42期
自　2026年2月1日
至　2026年7月31日

営業収益

賃貸事業収入 ※１ 9,840,349 ※１ 9,818,840

その他賃貸事業収入 ※１ 375,395 ※１ 378,687

不動産等売却益 ※２ 1,512,497 ※２ 1,140,451

不動産等交換差益 ※３ 205,608 ※３ 821,657

営業収益合計 11,933,851 12,159,635

営業費用

賃貸事業費用 ※１ 3,749,860 ※１ 3,717,359

資産運用報酬 1,128,670 955,809

資産保管手数料 26,299 26,235

一般事務委託手数料 39,773 39,365

役員報酬 5,400 4,500

その他営業費用 109,415 134,498

営業費用合計 5,059,419 4,877,767

営業利益 6,874,432 7,281,868

営業外収益

受取利息 14,430 33,739

還付加算金 － 1

未払分配金除斥益 299 529

その他 0 13

営業外収益合計 14,729 34,283

営業外費用

支払利息 369,357 458,666

融資関連費用 43,504 38,138

投資法人債利息 60,121 43,203

投資法人債発行費償却 4,174 3,380

その他 4,940 1,891

営業外費用合計 482,098 545,280

経常利益 6,407,063 6,770,871

税引前当期純利益 6,407,063 6,770,871

法人税、住民税及び事業税 920 840

法人税等調整額 △1 3

法人税等合計 919 844

当期純利益 6,406,144 6,770,026

前期繰越利益 － 80

買換特例圧縮積立金取崩額 443,872 443,872

当期未処分利益又は当期未処理損失（△） 6,850,016 7,213,980

（２）損益計算書
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（単位：千円）

投資主資本

出資総額 剰余金

投資主

資本合計出資総額

（総額）

出資総額

控除額

出資総額

（純額）

任意積立金 当期未処

分利益又

は当期未

処理損失

（△）

剰余金合計
買換特例

圧縮積立金
圧縮積立金

任意積立金

合計

当期首残高 140,559,170 △9,979,920 130,579,249 1,775,491 1,222,813 2,998,304 6,543,002 9,541,307 140,120,557

当期変動額

買換特例圧縮積立金

の取崩
△443,872 △443,872 443,872 － －

圧縮積立金の積立 638,752 638,752 △638,752 － －

剰余金の配当 △5,904,250 △5,904,250 △5,904,250

当期純利益 6,406,144 6,406,144 6,406,144

投資主資本以外の項

目の当期変動額（純

額）

当期変動額合計 － － － △443,872 638,752 194,879 307,014 501,893 501,893

当期末残高 140,559,170 △9,979,920 130,579,249 1,331,618 1,861,566 3,193,184 6,850,016 10,043,201 140,622,451

評価・換算差額等

純資産合計
繰延ヘッジ

損益

評価・換算

差額等合計

当期首残高 222,276 222,276 140,342,834

当期変動額

買換特例圧縮積立金

の取崩
－

圧縮積立金の積立 －

剰余金の配当 △5,904,250

当期純利益 6,406,144

投資主資本以外の項

目の当期変動額（純

額）

139,744 139,744 139,744

当期変動額合計 139,744 139,744 641,637

当期末残高 362,021 362,021 140,984,472

（３）投資主資本等変動計算書

第41期（自　2025年8月1日　至　2026年1月31日）
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（単位：千円）

投資主資本

出資総額 剰余金

出資総額

（総額）

出資総額

控除額

出資総額

（純額）

任意積立金 当期未処

分利益又

は当期未

処理損失

（△）

剰余金合計
買換特例

圧縮積立金

圧縮特別

勘定積立金
圧縮積立金

任意積立金

合計

当期首残高 140,559,170 △9,979,920 130,579,249 1,331,618 － 1,861,566 3,193,184 6,850,016 10,043,201

当期変動額

買換特例圧縮積立金

の取崩
△443,872 △443,872 443,872 －

圧縮特別勘定積立金

の積立
533,761 533,761 △533,761 －

剰余金の配当 △6,316,174 △6,316,174

当期純利益 6,770,026 6,770,026

自己投資口の取得

自己投資口の消却 △28,218 △28,218

投資主資本以外の項

目の当期変動額（純

額）

当期変動額合計 － △28,218 △28,218 △443,872 533,761 － 89,888 363,963 453,851

当期末残高 140,559,170 △10,008,138 130,551,031 887,745 533,761 1,861,566 3,283,073 7,213,980 10,497,053

投資主資本 評価・換算差額等

純資産合計

自己投資口
投資主

資本合計

繰延ヘッジ

損益

評価・換算

差額等合計

当期首残高 － 140,622,451 362,021 362,021 140,984,472

当期変動額

買換特例圧縮積立金

の取崩
－ －

圧縮特別勘定積立金

の積立
－ －

剰余金の配当 △6,316,174 △6,316,174

当期純利益 6,770,026 6,770,026

自己投資口の取得 △28,218 △28,218 △28,218

自己投資口の消却 28,218 － －

投資主資本以外の項

目の当期変動額（純

額）

8,908 8,908 8,908

当期変動額合計 － 425,633 8,908 8,908 434,542

当期末残高 － 141,048,084 370,930 370,930 141,419,014

第42期（自　2026年2月1日　至　2026年7月31日）
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区分

第41期
自 2025年8月1日
至 2026年1月31日

第42期
自 2026年2月1日
至 2026年7月31日

 金額（円）  金額（円）

Ⅰ 当期未処分利益 6,850,016,976 7,213,980,185

Ⅱ 任意積立金取崩額

圧縮特別勘定積立金取崩額 － 533,761,128

Ⅲ 分配金額 6,316,174,900 6,493,980,185

（投資口１口当たりの分配金額） (2,300) (2,365)

Ⅳ 任意積立金

圧縮積立金繰入額 － 533,761,128

圧縮特別勘定積立金積立額 533,761,128 720,000,000

Ⅴ 次期繰越利益 80,948 －

分配金額の算出方法 本投資法人の規約第39条（1）に定め
る分配方針に基づき、分配金額は利
益の金額を限度とし、かつ租税特別
措置法第67条の15に規定されている
本投資法人の配当可能利益の額の100
分の90に相当する金額を超えるもの
としています。かかる方針により、
当期未処分利益から租税特別措置法
第65条の8に定められている圧縮特別
勘定積立金積立額533,761,128円を控
除した金額を超えない額で発行済投
資口の総口数2,746,163口の整数倍の
最大値となる6,316,174,900円を利益
分配金として分配することとしまし
た。
なお、本投資法人は、本投資法人の
規約第39条（2）に基づき、毎期継続
的に利益を超えた金銭の分配を実施
する方針ですが、当期は、本投資法
人において内部留保（買換特例圧縮
積立金及び圧縮積立金等）が存在す
ることから、利益を超えた金銭の分
配を行いません。

本投資法人の規約第39条（1）に定め
る分配方針に基づき、分配金額は利
益の金額を限度とし、かつ租税特別
措置法第67条の15に規定されている
本投資法人の配当可能利益の額の100
分の90に相当する金額を超えるもの
としています。かかる方針により、
当期未処分利益から租税特別措置法
第65条の8に定められている圧縮特別
勘定積立金積立額720,000,000円を控
除した金額を超えない額で発行済投
資口の総口数2,745,869口の整数倍の
最大値となる6,493,980,185円を利益
分配金として分配することとしまし
た。
なお、本投資法人は、本投資法人の
規約第39条（2）に基づき、毎期継続
的に利益を超えた金銭の分配を実施
する方針ですが、当期は、本投資法
人において内部留保（買換特例圧縮
積立金及び圧縮積立金等）が存在す
ることから、利益を超えた金銭の分
配を行いません。

（４）金銭の分配に係る計算書
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（単位：千円）

第41期
自　2025年8月1日
至　2026年1月31日

第42期
自　2026年2月1日
至　2026年7月31日

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前当期純利益 6,407,063 6,770,871

減価償却費 1,817,887 1,820,386

投資法人債発行費償却 4,174 3,380

受取利息 △14,430 △33,739

支払利息 429,478 501,870

固定資産除却損 11,445 2,197

不動産等交換差益 △205,608 △821,657

営業未収入金の増減額（△は増加） 22,395 6,872

未払消費税等の増減額（△は減少） 257,677 △174,949

前払費用の増減額（△は増加） 74 △250

長期前払費用の増減額（△は増加） 50,240 29,082

営業未払金の増減額（△は減少） 407,365 △509,066

未払費用の増減額（△は減少） 57,122 △181,421

前受金の増減額（△は減少） △21,410 34,295

有形固定資産の売却による減少額 1,101,576 －

信託有形固定資産の売却による減少額 － 1,033,883

その他 37,656 △17,285

小計 10,362,707 8,464,470

利息及び配当金の受取額 10,866 36,122

利息の支払額 △422,373 △465,300

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △2,116 △4,786

営業活動によるキャッシュ・フロー 9,949,083 8,030,506

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △362,760 △55,138

信託有形固定資産の取得による支出 △1,959,581 △4,038,178

無形固定資産の取得による支出 － △3,407

預り敷金及び保証金の受入による収入 2,930 105,741

預り敷金及び保証金の返還による支出 △46,334 －

信託預り敷金及び保証金の受入による収入 133,107 295,257

信託預り敷金及び保証金の返還による支出 △291,150 △153,974

投資有価証券の取得による支出 － △856,912

投資活動によるキャッシュ・フロー △2,523,790 △4,706,611

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入れによる収入 2,400,000 1,620,000

短期借入金の返済による支出 － △4,020,000

長期借入れによる収入 7,500,000 11,000,000

長期借入金の返済による支出 △5,500,000 △6,000,000

投資法人債の償還による支出 △3,000,000 －

自己投資口の取得による支出 － △28,218

分配金の支払額 △5,903,678 △6,315,115

財務活動によるキャッシュ・フロー △4,503,678 △3,743,333

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 2,921,614 △419,439

現金及び現金同等物の期首残高 14,725,915 17,647,530

現金及び現金同等物の期末残高 ※１ 17,647,530 ※１ 17,228,090

（５）キャッシュ・フロー計算書
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（６）継続企業の前提に関する注記

該当事項はありません。

①資産の評価基準及び評価方法 投資有価証券

その他有価証券

市場価格のない株式等

移動平均法による原価法によっております。

匿名組合出資持分については、匿名組合の損益の純額に対する持分相当

額を取り込む方法を採用しています。

②固定資産の減価償却の方法 (i) 有形固定資産（信託財産を含む。）

定額法を採用しています。

なお、有形固定資産の耐用年数は以下のとおりです。

建物 2～75 年
構築物 2～58 年
工具、器具及び備品 2～15 年

(ii) 無形固定資産

定額法を採用しています。

③繰延資産の処理方法 投資法人債発行費

償還までの期間にわたり定額法により償却しています。

④収益及び費用の計上基準 (i)固定資産税等の処理方法

　保有する不動産等にかかる固定資産税、都市計画税及び償却資産税等につ

いては、賦課決定された税額のうち当該決算期間に対応する額を不動産賃貸

事業費用として費用処理する方法を採用しています。

　なお、不動産又は不動産を信託財産とする信託受益権の取得にあたり、取得

年度に係る固定資産税等相当分を取得原価に算入しています。不動産等の取

得原価に算入した固定資産税等相当額は、前期においては12,238千円、当期

においては34,140千円です。

(ii)収益に関する計上基準

 本投資法人の顧客との契約から生じる収益に関する主な履行義務の内容及び

当該履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のと

おりです。

①不動産等の売却

　不動産等売却収入については、不動産売却に係る契約に定められた引渡義

務を履行することにより、顧客である買主が当該不動産等の支配を獲得した時

点で収益計上を行っています。

②水道光熱費収入

　水道光熱費収入については、不動産等の賃貸借契約及び付随する合意内容

に基づき、顧客である賃借人に対する電気、水道等の供給に応じて収益計上を

行っています。

　水道光熱費収入のうち、本投資法人が代理人に該当すると判断したものにつ

いては、他の当事者が供給する電気、水道等の料金として収受する額から当該

他の当事者に支払う額を控除した純額を収益として認識しています。

（７）重要な会計方針に係る事項に関する注記
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⑤ヘッジ会計の方法 (i) ヘッジ会計の方法

　繰延ヘッジ処理によっています。

　ただし、金利スワップの特例処理の要件を満たしているものについては、特例

処理を採用しています。

(ii) ヘッジ手段とヘッジ対象

　ヘッジ手段　金利スワップ取引

　ヘッジ対象　借入金金利

(ⅲ) ヘッジ方針

　本投資法人は、リスク管理方針に基づき投資法人規約に規定するリスクをヘ

ッジする目的でデリバティブ取引を行っています。

(ⅳ) ヘッジの有効性評価の方法

　ヘッジ対象のキャッシュ・フロー変動の累計とヘッジ手段のキャッシュ・フロー

変動の累計とを比較し、両者の変動額の比率を検証することにより、ヘッジの有

効性を評価しています。

　ただし、金利スワップの特例処理の要件を満たしているものについては、有効

性の評価を省略しています。

⑥キャッシュ・フロー計算書にお

ける資金（現金及び現金同等

物）の範囲

　手許現金及び信託現金、随時引き出し可能な預金及び信託預金並びに容易に換

金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から3ヶ

月以内に償還期限の到来する短期投資からなっています。

⑦その他財務諸表の作成のため

の基礎となる事項

 (i)不動産等を信託財産とする信託受益権に関する会計処理方法

　保有する不動産等を信託財産とする信託受益権につきましては、信託財産内

全ての資産及び負債勘定並びに信託財産に生じた全ての収益及び費用勘定

について、貸借対照表及び損益計算書の該当勘定科目に計上しています。

　なお、該当勘定科目に計上した信託財産のうち重要性がある下記の項目につ

いては、貸借対照表において区分掲記しています。

A. 信託現金及び信託預金

B. 信託建物、信託構築物、信託工具、器具及び備品、信託土地、信託建設仮

勘定

C. 信託預り敷金及び保証金

(ii)控除対象外消費税等の処理方法

　資産の取得に係る控除対象外消費税等については、各資産の取得原価に算

入しています。

（未適用の会計基準等）

・「リースに関する会計基準」（企業会計基準第34号　2024年9月13日　企業会計基準委員会）

・「リースに関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第33号　2024年9月13日　企業会計基準委員会）　等

(1）概要

　企業会計基準委員会において、日本基準を国際的に整合性のあるものとする取組みの一環として、借手の全てのリ

ースについて資産及び負債を認識するリースに関する会計基準の開発に向けて、国際的な会計基準を踏まえた検討

が行われ、基本的な方針として、IFRS第16号の単一の会計処理モデルを基礎とするものの、IFRS第16号の全ての定

めを採り入れるのではなく、主要な定めのみを採り入れることにより、簡素で利便性が高く、かつ、IFRS第16号の定めを

個別財務諸表に用いても、基本的に修正が不要となることを目指したリース会計基準等が公表されました。

　借手の会計処理として、借手のリースの費用配分の方法については、IFRS第16号と同様に、リースがファイナンス・リ

ースであるかオペレーティング・リースであるかにかかわらず、全てのリースについて使用権資産に係る減価償却費及

びリース負債に係る利息相当額を計上する単一の会計処理モデルが適用されます。

(2）適用予定日

　2028年1月期の期首から適用します。

(3）当該会計基準等の適用による影響

　「リースに関する会計基準」等の適用による財務諸表に与える影響額については、現時点で評価中であります。
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・「後発事象に関する会計基準」（企業会計基準第41号　2026年1月9日　企業会計基準委員会）

・「後発事象に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第35号　2026年1月9日　企業会計基準委員会）

(1）概要

　「後発事象に関する会計基準」等は、後発事象の定義、会計処理及び開示等を取り扱う包括的な会計基準を設定す

ることを優先的な課題とし、日本公認会計士協会　監査・保証基準委員会　監査基準報告書560実務指針第1号「後発

事象に関する監査上の取扱い」で示されている会計に関する内容を原則として踏襲して企業会計基準委員会に移管す

ることを基本的な方針として、表現の見直し及び後発事象の評価期間の整理を行うとともに、財務諸表の公表の承認

に関する注記を新たに求める等、後発事象に関する会計処理及び開示について定めたものであります。

(2）適用予定日

　2028年1月期の期首から適用します。

・「法人税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号　2026年7月7日　企業会計基準委員会）等

(1）概要

　改正前の企業会計基準第27号「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」は、具体的な税金を挙げて、当該

税金について規定する税法を参照することにより適用対象となる税金を特定して会計処理及び開示について定めてい

ることから、個別の税金の創設を受けて都度改正を行ってきたところ、企業会計基準委員会は、国際的な会計基準に

おける法人所得税の定義等を参考にしつつ、適用対象となる税金に関して原則的な定めを置き具体的な税金を特定し

ない方法に見直しを行い検討した結果、法人税その他の課税対象利益を基礎とする税金に関する会計処理及び開示

を定めることを目的として、「法人税等に関する会計基準」等として公表されたものであります。

(2）適用予定日

　2029年1月期の期首から適用します。

(3）当該会計基準等の適用による影響

　「法人税等に関する会計基準」等の適用による財務諸表に与える影響額については、現時点で評価中であります。
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前　期
（2026年1月31日）

当　期
（2026年7月31日）

信託土地 1,852,841 1,274,983

前　期
（2026年1月31日）

当　期
（2026年7月31日）

コミットメントライン契約の総額 19,500,000 19,500,000
当期末借入残高 2,400,000 －

当期末未実行枠残高 17,100,000 19,500,000

前　期
（2026年1月31日）

当　期
（2026年7月31日）

総消却口数 49,206口 49,500口

消却総額 9,515,496千円 9,543,714千円

（８）財務諸表に関する注記事項

［貸借対照表に関する注記］

※1.　交換により取得した固定資産の圧縮記帳額

（単位：千円）

※2.　コミットメントライン契約

本投資法人は、取引銀行とコミットメントライン契約を締結しています。

（単位：千円）

※3.　自己投資口の消却の状況

(注)当期中の消却口数は294口、消却額は28,218千円です。
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項目 内訳

対象資産 市川物流センターⅡ　土地

発生原因と金額
2014年9月の船橋西浦物流センターⅡ及び横須賀物流センターの売却に伴う

売却益2,618,320千円

取崩し方針 税務上の益金算入に合わせて取崩しを行います。

当期取崩しについての説明 売却による取崩しを行いました。

金額（単位：千円）
前期

（2026年1月31日）

当期

（2026年7月31日）

当期積立て・取崩し前残高 1,775,491 1,331,618
　　損益計算書における取崩し △443,872 △443,872
貸借対照表残高 1,331,618 887,745
　　金銭の分配に係る計算書におけ

る積立て
－ －

　　金銭の分配に係る計算書におけ

る取崩し
－ －

当期積立て・取崩し後残高 1,331,618 887,745

前　期
（2026年1月31日）

当　期
（2026年7月31日）

50,000 50,000

※4.　投資法人の計算に関する規則第2条第2項第28号に定める買換特例圧縮積立金の内訳は以下のとおりです。

※5.　投資信託及び投資法人に関する法律第67条第4項に定める最低純資産額

（単位：千円）
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前　期
自　2025年8月1日
至　2026年1月31日

当　期
自　2026年2月1日
至　2026年7月31日

A．不動産賃貸事業収益

賃貸事業収入

賃料収入 9,548,808 9,494,252
地代 600 30,140
共益費 290,941 9,840,349 294,446 9,818,840

その他賃貸事業収入

駐車場使用料 32,016 34,662
水道光熱費収入 325,109 313,611
その他営業収入 18,270 375,395 30,413 378,687

不動産賃貸事業収益合計 10,215,745 10,197,527
B．不動産賃貸事業費用

賃貸事業費用

公租公課 889,252 918,119
外注委託費 305,494 313,984
水道光熱費 339,881 326,411
修繕費 252,262 169,608
保険料 44,472 44,744
その他賃貸事業費用 89,454 121,971
減価償却費 1,817,596 1,820,320
固定資産除却損 11,445 2,197

不動産賃貸事業費用合計 3,749,860 3,717,359
C．不動産賃貸事業損益

（A－B） 6,465,885 6,480,168

(単位：千円)

不動産等売却収入 2,730,000
不動産等売却原価 1,101,576
その他売却費用 115,926
不動産等売却益 1,512,497

(単位：千円)

不動産等売却収入 2,400,000
不動産等売却原価 1,033,883
その他売却費用 225,664
不動産等売却益 1,140,451

［損益計算書に関する注記］

※1.　不動産賃貸事業損益の内訳

（単位：千円）

※2.　不動産等売却益の内訳

前期（自　2025年8月1日　至　2026年1月31日）

門真物流センター

当期（自　2026年2月1日　至　2026年7月31日）

浦安千鳥物流センターⅢ
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(単位：千円)

不動産等譲渡対価 4,940,000
不動産等譲渡原価 2,879,299
その他譲渡費用 2,250
固定資産圧縮額 1,852,841
不動産等交換差益 205,608

(単位：千円)

不動産等譲渡対価 4,960,000
不動産等譲渡原価 2,861,709
その他譲渡費用 1,650
固定資産圧縮額 1,274,983
不動産等交換差益 821,657

前　期
自　2025年8月1日
至　2026年1月31日

当　期
自　2026年2月1日
至　2026年7月31日

発行可能投資口総口数 30,000,000口 30,000,000口

発行済投資口の総口数 2,746,163口 2,745,869口

前　期
自　2025年8月1日
至　2026年1月31日

当　期
自　2026年2月1日
至　2026年7月31日

現金及び預金 11,203,191 12,343,739
信託現金及び信託預金 5,097,047 5,088,354
預け金 1,550,000 －

長期預り金（注） △202,708 △204,002
現金及び現金同等物 17,647,530 17,228,090

前　期
自　2025年8月1日
至　2026年1月31日

当　期
自　2026年2月1日
至　2026年7月31日

交換による取得物件の金額 △5,300,000 △5,181,000
交換による譲渡物件の金額 4,940,000 4,960,000
交換取引に係る差金支出 △360,000 △221,000
（「信託有形固定資産の取得による支

出」に含めて表示）

※3.　不動産等交換差益の内訳

前期（自　2025年8月1日　至　2026年1月31日）

市川物流センターⅡ(準共有持分18％)

当期（自　2026年2月1日　至　2026年7月31日）

市川物流センターⅡ(準共有持分18％)

［投資主資本等変動計算書に関する注記］

 発行可能投資口総口数及び発行済投資口の総口数

［キャッシュ・フロー計算書に関する注記］

※1.　 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

（単位：千円）

（注）不動産信託受益権の準共有持分を保有している物件の信託預金のうち、準共有者間の協定により払い戻しが制限された預金

　2.　重要な非資金取引の内容

　本投資法人は、前期の2025年8月1日及び当期の2026年2月2日付で固定資産の交換取引を実施しました。当該取引に

より発生した主な非資金取引は以下のとおりです。

（単位：千円）
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前　期
自　2025年8月1日
至　2026年1月31日

当　期
自　2026年2月1日
至　2026年7月31日

未経過リース料

1年内 14,613,381 15,183,991
1年超 45,218,429 46,080,478

合計 59,831,811 61,264,470

　本投資法人は、資産の取得、修繕、分配金の支払、本投資法人の運営に要する資金又は債務の返済等の資金

手当てを目的として、投資口の追加発行、資金の借入又は投資法人債の発行等による資金調達を行います。

　有利子負債による資金調達にあたっては、資本市場、金融環境及び本投資法人の資本構成やテナントとの賃

貸借条件、既存投資主への影響等を総合的に考慮し、将来にわたる経済・社会情勢の変化を予測の上、長期・短

期の借入期間及び固定・変動の金利形態といった観点から効率的な資金調達手段を選定します。

　デリバティブ取引については、金利変動リスクのヘッジ等を目的として行うことがありますが、投機的な取引は行

いません。

　余資運用に関しては、有価証券又は金銭債権を投資対象としますが、安全性と換金性を重視して行うものとし、

積極的な運用益の取得のみを目指した投資を行わないものとします。

　預金は、本投資法人の余資を運用するものであり、預入金融機関の破綻等の信用リスクに晒されていますが、

預入期間を短期に限定し、信用格付の高い預入金融機関と取引することで信用リスクの低減に努めています。

　投資有価証券は、匿名組合等に対する出資であり、発行体の信用リスクにさらされていますが、定期的に発行

体の財務状況等を把握しています。

　借入金・投資法人債の資金使途は、主に資産の取得及び債務の返済等を目的としたものであり、返済・償還時

の流動性リスクに晒されていますが、借入先及び返済期日の分散化、資金調達手段の多様化、コミットメントライ

ンの設定による手元流動性の確保等の手段により流動性リスクの低減を図るとともに、資金繰表の作成等の方

法により流動性リスクを管理しています。

　また、変動金利による借入金は、金利の変動リスクに晒されています。デリバティブ取引は、借入金の一部に対

して、支払金利の変動リスクをヘッジする目的で利用しています。なお、ヘッジ会計に関するヘッジ手段とヘッジ対

象、ヘッジ方針、ヘッジの有効性評価の方法等については、前記「重要な会計方針に係る事項に関する注記」の

「⑤ヘッジ会計の方法」をご参照ください。

　金融商品の時価の算定においては一定の前提条件を採用しているため、異なる前提条件を用いた場合、当該

価額が異なることもあります。また、後記「デリバティブ取引に関する注記」におけるデリバティブ取引に関する契

約額等については、その金額自体がデリバティブ取引に係る市場リスクを示すものではありません。

［リース取引に関する注記］

オペレーティング・リース取引　（貸主側）

（単位：千円）

［金融商品に関する注記］

①金融商品の状況に関する事項

(ⅰ) 金融商品に対する取組方針

(ⅱ) 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

(ⅲ) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
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貸借対照表計上額 時価 差額

(ⅰ) 1年内償還予定の投資法人債 － － －

(ⅱ) 1年内返済予定の長期借入金 14,500,000 14,488,119 △11,880
(ⅲ) 投資法人債 10,700,000 10,331,305 △368,694
(ⅳ) 長期借入金 93,500,000 92,374,168 △1,125,831
負債計 118,700,000 117,193,594 △1,506,405
デリバティブ取引※ 362,021 362,021 －

貸借対照表計上額 時価 差額

(ⅰ) 1年内償還予定の投資法人債 2,000,000 1,983,200 △16,800
(ⅱ) 1年内返済予定の長期借入金 15,500,000 15,480,088 △19,911
(ⅲ) 投資法人債 8,700,000 8,339,020 △360,979
(ⅳ) 長期借入金 97,500,000 96,315,593 △1,184,406
負債計 123,700,000 122,117,902 △1,582,097
デリバティブ取引※ 370,930 370,930 －

区分
前期

（2026年1月31日）

当期

（2026年7月31日）

非上場株式 7,550 7,550
匿名組合出資持分 － 856,912

②金融商品の時価等に関する事項

2026年1月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、以下のとおりです。なお、「現金及び預

金」、「信託現金及び信託預金」及び「短期借入金」は現金及び短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似するもの

であることから、注記を省略しています。

（単位：千円）

※デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項目については、(　)で示しています。

2026年7月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、以下のとおりです。なお、「現金及び預

金」、「信託現金及び信託預金」は現金及び短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似するものであることから、注

記を省略しています。

（単位：千円）

※デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項目については、(　)で示しています。

（注1）金融商品の時価の算定方法及びデリバティブ取引に関する事項

(ⅰ)1年内償還予定の投資法人債、(ⅲ)投資法人債

これらの時価については、市場価格のあるものは、日本証券業協会による公表参考値によっており、市場価格のないものは、元利

金の合計額を当該投資法人債の残存期間及び信用リスクを加味した利率で割り引いた現在価値により算出しています。

(ⅱ)1年内返済予定の長期借入金、(ⅳ)長期借入金

長期借入金のうち、固定金利によるものの時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で

割り引いて算定する方法によっています（ただし、金利スワップの特例処理の対象とされている長期借入金については、当該金利ス

ワップと一体として処理された元利金の合計額を、同様の借入れを行った場合に適用される合理的に見積もることのできる利率で

割り引いて算出する方法によっています。)。また、変動金利によるものの時価については、短期間で市場金利を反映するため、時

価は帳簿価額と近似していると考えられることから、当該帳簿価額によっています。

デリバティブ取引

後記「デリバティブ取引に関する注記」をご参照ください。

（注2）預り敷金及び保証金並びに信託預り敷金及び保証金については、重要性が乏しいため記載を省略しています。

（注3）市場価格のない株式等及び匿名組合出資持分の貸借対照表計上額

（単位：千円）

非上場株式

上記貸借対照表計上額については、「金融商品の時価等の開示に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第19号 2020年3月31日）第5項に

基づき、時価開示の対象とはしておりません。

匿名組合出資持分

上記貸借対照表計上額については、「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号 2021年6月17日）第24-16項

の取扱いを適用し、「金融商品の時価等の開示に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第19号 2020年3月31日）第4項（1）に定める事項を

注記していません。
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1年以内
1年超

2年以内
2年超

3年以内
3年超

4年以内
4年超

5年以内
5年超

長期借入金 14,500,000 17,500,000 16,500,000 12,000,000 25,000,000 22,500,000
投資法人債 － 2,000,000 1,700,000 5,000,000 － 2,000,000
合計 14,500,000 19,500,000 18,200,000 17,000,000 25,000,000 24,500,000

1年以内
1年超

2年以内
2年超

3年以内
3年超

4年以内
4年超

5年以内
5年超

長期借入金 15,500,000 17,000,000 15,500,000 18,000,000 17,500,000 29,500,000
投資法人債 2,000,000 1,700,000 3,000,000 2,000,000 2,000,000 －

合計 17,500,000 18,700,000 18,500,000 20,000,000 19,500,000 29,500,000

（注4）借入金及びその他有利子負債の決算日後の返済予定額

前期（2026年1月31日）

（単位：千円）

当期（2026年7月31日）

（単位：千円）

［有価証券に関する注記］

前期（2026年1月期）及び当期（2026年7月期）において該当事項はありません。

- 27 -

日本ロジスティクスファンド投資法人（8967）2026年7月期決算短信



ヘッジ会計の方法
デリバティブ取引の

種類等
主なヘッジ対象

契約額等（千円） 時価
（千円）

当該時価の
算定方法

うち1年超

原則的

処理方法

金利スワップ取引

変動受取・固定支払
長期借入金 11,500,000 11,500,000 362,021

取引先金融

機関から提

示された価

格等によっ

ています。

ヘッジ会計の方法
デリバティブ取引の

種類等
主なヘッジ対象

契約額等（千円） 時価
（千円）

当該時価の
算定方法

うち1年超

原則的

処理方法

金利スワップ取引

変動受取・固定支払
長期借入金 11,500,000 9,500,000 370,930

取引先金融

機関から提

示された価

格等によっ

ています。

前　期
（2026年1月31日）

当　期
（2026年7月31日）

繰延税金資産

法人事業税損金不算入額 15千円 11千円

繰延税金資産小計 15千円 11千円

繰延税金資産合計 15千円 11千円

繰延税金資産の純額 15千円 11千円

［デリバティブ取引に関する注記］

①　ヘッジ会計が適用されていないもの

前期（2026年1月期）及び当期（2026年7月期）において該当事項はありません。

②　ヘッジ会計が適用されているもの

前期（2026年1月期）

ヘッジ会計の方法ごとの決算日における契約額又は契約において定められた元本相当額等は、以下のとおりです。

当期（2026年7月期）

ヘッジ会計の方法ごとの決算日における契約額又は契約において定められた元本相当額等は、以下のとおりです。

［退職給付に関する注記］

前期（2026年1月期）及び当期（2026年7月期）において該当事項はありません。

［税効果会計に関する注記］

①　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

- 28 -

日本ロジスティクスファンド投資法人（8967）2026年7月期決算短信



前　期
（2026年1月31日）

当　期
（2026年7月31日）

法定実効税率 31.46% 31.46%
（調整）

支払分配金の損金算入額 △31.01% △30.17%
圧縮積立金繰入額 － △2.48%
圧縮特別勘定積立金積立額 △2.62% △3.35%
圧縮特別勘定積立金取崩額 － 2.48%
買換特例圧縮積立金取崩額 2.18% 2.06%
その他 0.01% 0.01%

税効果会計適用後の法人税等の負担率 0.01% 0.01%

②　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった

主要な項目別の内訳

［持分法損益等に関する注記］

前期（2026年1月期）及び当期（2026年7月期）において、本投資法人には関連会社が存在せず、該当事項はありません。
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種類
会社等の
名称又は

氏名
住所

資本金
又は

出資金

事業の内容
又は職業

議決権等の
所有（被所
有）割合

取引の内容
取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）

役員及

びその

近親者

鈴木

靖一
－ －

本投資法人執

行役員兼三井

物産ロジスティ

クス・パートナ

ーズ株式会社

代表取締役

社長

－

三井物産ロジ

スティクス・パ

ートナーズ株

式会社への資

産運用報酬の

支払

（注1）

1,173,064
（注2） 未払費用

926,856
（注2）

（注1） 鈴木靖一が第三者（三井物産ロジスティクス・パートナーズ株式会社）の代表取締役社長として行った取引であり、報酬額は、本

投資法人の規約で定められた条件によっています。

（注2） 上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれています。

種類
会社等の
名称又は

氏名
住所

資本金
又は

出資金

事業の内容
又は職業

議決権等の
所有（被所
有）割合

取引の内容
取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）

役員及

びその

近親者

鈴木

靖一
－ －

本投資法人執

行役員兼三井

物産ロジスティ

クス・パートナ

ーズ株式会社

代表取締役

社長

－

三井物産ロジ

スティクス・パ

ートナーズ株

式会社への資

産運用報酬の

支払

（注1）

1,223,298
（注2） 未払費用

738,580
（注2）

（注1） 鈴木靖一が第三者（三井物産ロジスティクス・パートナーズ株式会社）の代表取締役社長として行った取引であり、報酬額は、本

投資法人の規約で定められた条件によっています。

（注2） 上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれています。

［関連当事者との取引に関する注記］

①　親会社及び法人主要投資主等

前期（2026年1月期）及び当期（2026年7月期）において該当事項はありません。

②　関連会社等

前期（2026年1月期）及び当期（2026年7月期）において該当事項はありません。

③　兄弟会社等

前期（2026年1月期）及び当期（2026年7月期）において該当事項はありません。

④　役員及び個人主要投資主等

前期（自　2025年8月1日　至　2026年1月31日）

当期（自　2026年2月1日　至　2026年7月31日）

［資産除去債務に関する注記］

前期（2026年1月期）及び当期（2026年7月期）において該当事項はありません。

- 30 -

日本ロジスティクスファンド投資法人（8967）2026年7月期決算短信



前　期
自　2025年8月1日
至　2026年1月31日

当　期
自　2026年2月1日
至　2026年7月31日

貸借対照表計上額

期首残高 255,586,386 255,142,656
期中増減額 △443,729 1,542,242
期末残高 255,142,656 256,684,899

期末時価 417,420,000 420,549,000
(注1) 貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額です。なお、貸借対照表計上額には建設仮勘定を含めていませ

ん。

(注2) 賃貸等不動産の増減額のうち、前期の主な増加額は北名古屋物流センター（準共有持分50％）（5,353,671千円）及び石狩物流センター

（準共有持分 45％）（1,072,762千円）の取得によるものであり、主な減少額は市川物流センターⅡ（準共有持分18％)（2,879,299千円）

及び門真物流センター（1,101,576千円）の売却によるものであり、当期の主な増加額は、船橋西浦物流センターⅢ（準共有持分33％）

（5,247,239千円）、横浜鳥浜町（底地）（1,753,319千円）及び鳥栖物流センター（792,699千円）の取得によるものであり、主な減少額は、

市川物流センターⅡ（準共有持分18％)（2,861,709千円）及び浦安千鳥物流センターⅢ（1,033,883千円）の売却によるものです。

(注3) 期末時価は、社外の不動産鑑定士による鑑定評価額を記載しています。なお、前期については2025年1月16日付で譲渡契約を締結し

た市川物流センターⅡ（準共有持分54％)に関しては譲渡（予定）価格としており、当期については2025年1月16日付で譲渡契約を締結

した市川物流センターⅡ（準共有持分36％)及び2026年5月27日付で譲渡契約を締結した川崎物流センターに関しては譲渡（予定）価格

としています。

［賃貸等不動産に関する注記］

　本投資法人では、首都圏その他の地域において、賃貸用物流施設を所有しています。これら賃貸等不動産の貸借対照表

計上額、期中増減額及び時価は、以下のとおりです。

（単位：千円）

　なお、賃貸等不動産に関する前期（2026年1月期）及び当期（2026年7月期）における損益については、前記「損益計算書

に関する注記」に記載のとおりです。
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顧客との契約から生じる収益
（注1）

外部顧客への売上高

不動産等の売却 2,730,000 （注2）1,512,497
不動産等の交換 4,940,000 （注3）205,608
水道光熱費収入 325,109 325,109
その他 － 9,890,636
合計 7,995,109 11,933,851

(注1) 企業会計基準第13号「リース取引に関する会計基準」の対象となる賃貸事業収入等及び企業会計基準委員会移管指針第10号「特別

目的会社を活用した不動産の流動化に係る譲渡人の会計処理に関する実務指針」の対象となる不動産等の譲渡は収益認識会計基準

の適用外となるため、「顧客との契約から生じる収益」には含めていません。なお、主な顧客との契約から生じる収益は不動産等売却収

入、不動産等譲渡対価及び水道光熱費収入です。

(注2) 不動産等の売却については、投資法人の計算に関する規則（平成18年内閣府令第47号）第48条第2項に基づき、損益計算書において

不動産等売却損益として計上するため、不動産等売却収入より、不動産等売却原価及びその他売却費用を控除した額を記載していま

す。

(注3) 不動産等の交換については、損益計算書において不動産等交換差益として計上するため、不動産等譲渡対価より、不動産等譲渡原

価、その他譲渡費用及び固定資産圧縮額を控除した額を記載しています。

前　期
自　2025年8月1日
至　2026年1月31日

顧客との契約から生じた債権（期首残高） 85,198千円

顧客との契約から生じた債権（期末残高） 67,310千円

契約資産（期首残高） －千円

契約資産（期末残高） －千円

契約負債（期首残高） －千円

契約負債（期末残高） －千円

［収益認識に関する注記］

　前期（自　2025年8月1日　至　2026年1月31日）

①顧客との契約から生じる収益を分解した情報

（単位：千円）

②顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報

　重要な会計方針に係る事項に関する注記に記載のとおりです。

③顧客との契約に基づく履行義務の充足と当該契約から生じるキャッシュ・フローとの関係並びに当計算期間末において存

在する顧客との契約から翌計算期間以降に認識すると見込まれる収益の金額及び時期に関する情報

(i)契約資産及び契約負債の残高等

(ii)残存履行義務に配分した取引価格

　不動産等の売却について、2026年1月31日現在、不動産等の売却に係る残存履行義務に配分した取引価格は、2025年1
月16日に交換（売買）契約を締結した不動産等に係る14,880,000千円です。

　本投資法人は、当該残存履行義務のうち4,960,000千円について2026年2月2日に、4,960,000千円について2026年8月3日

に、4,960,000千円について2027年2月1日にそれぞれ予定している当該不動産等の引渡しに伴い、収益を認識することを見

込んでいます。

　なお、水道光熱費収入については、期末までに履行が完了した部分に対する、顧客である賃借人にとっての価値に直接

対応する対価の額を顧客から受け取る権利を有していることから、収益認識に関する会計基準の適用指針第19項に従っ

て、請求する権利を有している金額で収益を認識しています。従って、収益認識会計基準第80-22項（2）の定めを適用し、残

存履行義務に配分した取引価格の注記には含めていません。
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顧客との契約から生じる収益
（注1）

外部顧客への売上高

不動産等の売却 2,400,000 （注2）1,140,451
不動産等の交換 4,960,000 （注3）821,657
水道光熱費収入 313,611 313,611
その他 － 9,883,915
合計 7,673,611 12,159,635

(注1) 企業会計基準第13号「リース取引に関する会計基準」の対象となる賃貸事業収入等及び企業会計基準委員会移管指針第10号「特別

目的会社を活用した不動産の流動化に係る譲渡人の会計処理に関する実務指針」の対象となる不動産等の譲渡は収益認識会計基準

の適用外となるため、「顧客との契約から生じる収益」には含めていません。なお、主な顧客との契約から生じる収益は不動産等売却収

入、不動産等譲渡対価及び水道光熱費収入です。

(注2) 不動産等の売却については、投資法人の計算に関する規則（平成18年内閣府令第47号）第48条第2項に基づき、損益計算書において

不動産等売却損益として計上するため、不動産等売却収入より、不動産等売却原価及びその他売却費用を控除した額を記載していま

す。

(注3) 不動産等の交換については、損益計算書において不動産等交換差益として計上するため、不動産等譲渡対価より、不動産等譲渡原

価、その他譲渡費用及び固定資産圧縮額を控除した額を記載しています。

当　期
自　2026年2月1日
至　2026年7月31日

顧客との契約から生じた債権（期首残高） 67,310千円

顧客との契約から生じた債権（期末残高） 93,468千円

契約資産（期首残高） －千円

契約資産（期末残高） －千円

契約負債（期首残高） －千円

契約負債（期末残高） －千円

　当期（自　2026年2月1日　至　2026年7月31日）

①顧客との契約から生じる収益を分解した情報

（単位：千円）

②顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報

　重要な会計方針に係る事項に関する注記に記載のとおりです。

③顧客との契約に基づく履行義務の充足と当該契約から生じるキャッシュ・フローとの関係並びに当計算期間末において存

在する顧客との契約から翌計算期間以降に認識すると見込まれる収益の金額及び時期に関する情報

(i)契約資産及び契約負債の残高等

(ii)残存履行義務に配分した取引価格

　不動産等の売却について、2026年7月31日現在、不動産等の売却に係る残存履行義務に配分した取引価格は、2025年1
月16日に交換（売買）契約を締結した不動産等に係る9,920,000千円及び2026年5月27日に売買契約を締結した不動産等に

係る12,400,000千円です。

　本投資法人は、当該残存履行義務のうち4,960,000千円について2026年8月3日に、3,100,000千円について2026年12月22
日に、4,960,000千円について2027年2月1日に、3,100,000千円について2027年6月29日に、3,100,000千円について2027年8
月4日に、3,100,000千円について2028年2月3日にそれぞれ予定している当該不動産等の引渡しに伴い、収益を認識するこ

とを見込んでいます。

　なお、水道光熱費収入については、期末までに履行が完了した部分に対する、顧客である賃借人にとっての価値に直接

対応する対価の額を顧客から受け取る権利を有していることから、収益認識に関する会計基準の適用指針第19項に従っ

て、請求する権利を有している金額で収益を認識しています。従って、収益認識会計基準第80-22項（2）の定めを適用し、残

存履行義務に配分した取引価格の注記には含めていません。
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　単一の製品・サービスの区分の外部顧客への売上高が損益計算書の営業収益の90%を超えるため、記載を

省略しています。

A. 売上高

　本邦の外部顧客への売上高が損益計算書の営業収益の90%を超えるため、記載を省略しています。

B. 有形固定資産

　本邦に所在している有形固定資産の金額が貸借対照表の有形固定資産の90%を超えるため、記載を

省略しています。

顧客の名称又は氏名 営業収益 関連するセグメント名

大成有楽不動産株式会社 1,512,497 不動産賃貸事業

　単一の製品・サービスの区分の外部顧客への売上高が損益計算書の営業収益の90%を超えるため、記載を

省略しています。

A. 売上高

　本邦の外部顧客への売上高が損益計算書の営業収益の90%を超えるため、記載を省略しています。

B. 有形固定資産

　本邦に所在している有形固定資産の金額が貸借対照表の有形固定資産の90%を超えるため、記載を

省略しています。

前　期
自　2025年8月  1日
至　2026年1月31日

当　期
自　2026年2月  1日
至　2026年7月31日

1口当たり純資産額 51,338円 51,502円

1口当たり当期純利益 2,332円 2,465円

（注1） 1口当たり当期純利益は、当期純利益を期中平均投資口数で除することにより算定しています。なお、潜在投資口調整後1口当たり

当期純利益については、潜在投資口が存在しないため記載していません。

（注2） 1口当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりです。

前　期
自　2025年8月  1日
至　2026年1月31日

当　期
自　2026年2月  1日
至　2026年7月31日

当期純利益（千円） 6,406,144 6,770,026
普通投資主に帰属しない金額（千円） － －

普通投資口に係る当期純利益（千円） 6,406,144 6,770,026
期中平均投資口数（口） 2,746,163 2,745,963

［セグメント情報等に関する注記］

①　セグメント情報

本投資法人は、不動産賃貸事業の単一セグメントであるため、記載を省略しています。

②　関連情報

前期（自　2025年8月1日　至　2026年1月31日）

(i)　製品及びサービスごとの情報

(ii)　地域ごとの情報

(iii)　主要な顧客ごとの情報

（単位：千円）

当期（自　2026年2月1日　至　2026年7月31日）

(i)　製品及びサービスごとの情報

(ii)　地域ごとの情報

(iii)　主要な顧客ごとの情報

単一の外部顧客への売上高が全て損益計算書の営業収益の10%未満であるため、記載を省略しています。

［1口当たり情報に関する注記］
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取得（予定）資産

不動産信託受益権（準共有持分67%）

①　準共有持分33%
②　準共有持分34%

取得（予定）価格
①　5,181百万円

②　5,338百万円

取得（予定）時期
①　2026年8月3日

②　2027年2月1日

所在地 千葉県船橋市西浦三丁目6番1号他

用途 倉庫

敷地面積 30,372.00㎡（注）

延床面積 58,504.55㎡（注）

構造 鉄筋コンクリート・鉄骨造合金メッキ鋼板ぶき5階建他

建築時期 2007年4月23日他

所有形態 土地：所有権　　建物：所有権

（注） いずれも本物件全体について記載しています。

譲渡（予定）資産

不動産信託受益権（準共有持分36%）

①　準共有持分18%
②　準共有持分18%

譲渡（予定）価格
①　4,960百万円

②　4,960百万円

契約日 2025年1月16日

譲渡（予定）日
①　2026年8月3日

②　2027年2月1日

譲渡先 日本プロロジスリート投資法人

損益に及ぼす影響

2027年1月期（自　2026年8月1日　至　2027年1月31日）において、法人税法第50条の「交

換により取得した資産の圧縮額の損金算入」の規定を適用し、不動産等譲渡対価と不動

産等譲渡原価の差額を活用して圧縮記帳を行う予定です。また、市川物流センターⅡの

土地売却に伴い、買換特例圧縮積立金の取崩しが発生する見込みです。その結果、不

動産等交換差益342百万円を計上、買換特例圧縮積立金443百万円を取崩し、分配金の

支払原資とする予定です。

2027年7月期（自　2027年2月1日　至　2027年7月31日）において、法人税法第50条の「交

換により取得した資産の圧縮額の損金算入」の規定を適用し、不動産等譲渡対価と不動

産等譲渡原価の差額を活用して圧縮記帳を行う予定です。また、市川物流センターⅡの

土地売却に伴い、買換特例圧縮積立金の取崩しが発生する見込みです。その結果、不

動産等交換差益58百万円を計上、買換特例圧縮積立金443百万円を取崩し、分配金の

支払原資とする予定です。

［重要な後発事象に関する注記］

該当事項はありません。

［追加情報］

　本投資法人は、決算日後、本書の日付現在に至るまでの間に、以下の交換取引の一部を完了しています。

＜資産の交換＞

資産の取得

【M-43 船橋西浦物流センターⅢ】

資産の譲渡

【M-18 市川物流センターⅡ】
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年月日 摘要

発行済投資口の総口数
（口）

出資総額（百万円）
備考

増減 残高 増減 残高

2022年2月21日 公募増資 28,927 934,000 8,314 135,658 （注1）

2024年1月31日 消却 △3,300 930,700 △936 134,721 （注2）

2025年1月31日 消却 △9,979 920,721 △2,652 132,069 （注3）

2025年2月1日 投資口分割 1,841,442 2,762,163 － 132,069 （注4）

2025年7月31日 消却 △16,000 2,746,163 △1,490 130,579 （注5）

2026年7月31日 消却 △294 2,745,869 △28 130,551 （注6）

(注1) 1口当たり発行価格297,430円（引受価額287,414円）にて、新規物件の取得資金の一部及び既存物件の再開発に伴う建築工事代

金の一部に充当する他、新規物件の取得に伴う手元資金の減少分を補うことを目的として新投資口を発行しました。

(注2) 2023年11月24日から2024年1月12日にかけて、証券会社との自己投資口取得に係る買付契約に基づく東京証券取引所における

市場買付けにより、自己投資口の取得を行いました。取得した自己投資口については、2023年11月22日に開催された本投資法人

役員会における決議に基づき、そのすべてを2024年1月31日に消却しました。

(注3) 2024年9月12日から2024年12月30日にかけて、証券会社との自己投資口取得に係る買付契約に基づく東京証券取引所における

市場買付けにより、自己投資口の取得を行いました。取得した自己投資口については、2024年9月11日に開催された本投資法人役

員会における決議に基づき、そのすべてを2025年1月31日に消却しました。

(注4) 2025年2月1日を効力発生日として、投資口1口につき3口の割合による投資口の分割を行いました。

(注5) 2025年3月13日から2025年6月30日にかけて、証券会社との自己投資口取得に係る買付契約に基づく東京証券取引所における市

場買付けにより、自己投資口の取得を行いました。取得した自己投資口については、2025年3月12日に開催された本投資法人役員

会における決議に基づき、そのすべてを2025年7月31日に消却しました。

(注6) 2026年1月5日から2026年3月31日にかけて、証券会社との自己投資口取得に係る買付契約に基づく東京証券取引所における市

場買付けにより、自己投資口の取得を行いました。取得した自己投資口については、2025年12月25日に開催された本投資法人役

員会における決議に基づき、そのすべてを2026年7月31日に消却しました。

（９）発行済投資口の総口数の増減

最近5年間における発行済投資口の総口数及び出資総額の増減の状況は以下のとおりです。
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資産の
種類

資産の用途
地域
（注2）

前期
（2026年1月31日現在）

当期
（2026年7月31日現在）

保有総額
（百万円）

（注3）

資産総額に
対する比率（%）

（注4）

保有総額
（百万円）

（注3）

資産総額に
対する比率（%）

（注4）

不動産
物流施設

首都圏 9,176 3.3 9,091 3.3

近畿・中部・九州地域 13,290 4.8 13,260 4.8

その他 1,460 0.5 1,451 0.5

小計 23,928 8.7 23,803 8.6

信託

不動産

物流施設

首都圏 203,399 74.2 204,352 74.0

近畿・中部・九州地域 24,507 8.9 25,214 9.1

その他 3,307 1.2 3,315 1.2

小計 231,214 84.3 232,881 84.3

匿名組合出資持分（注5） － － 856 0.3

預金・その他の資産（注6） 18,995 6.9 18,749 6.8

資産総額 274,137 100.0 276,290 100.0

(注1) 本「3.参考情報」における各記載については、別段の記載がない限り、原則として2026年7月31日現在を基準としています。

(注2) 地域については、後記「＜地域区分＞」をご参照ください。

(注3) 保有総額は、期末日現在の貸借対照表計上額（不動産及び信託不動産については減価償却後の帳簿価額）によっており、百万円未満

を切り捨てて記載しています。

(注4) 小数第2位以下を四捨五入して記載しています。

(注5) 合同会社 Sasanquaを営業者とする匿名組合出資持分です。

(注6) 預金・その他の資産には信託財産内の預金が2026年1月期は5,097百万円、2026年7月期は5,088百万円含まれています。

地域区分 対象地域

首都圏 東京都、神奈川県、千葉県、埼玉県

近畿地域 大阪府、京都府、兵庫県

中部地域 愛知県、岐阜県、三重県

九州地域 福岡県、佐賀県

その他 上記以外の地域

前期
（2026年1月31日現在）

当期
（2026年7月31日現在）

金額（百万円）
（注1）

資産総額に対する比率（%）
（注2）

金額（百万円）
（注1）

資産総額に対する比率（%）
（注2）

負債総額 133,153 48.6 134,871 48.8

純資産総額 140,984 51.4 141,419 51.2

資産総額 274,137 100.0 276,290 100.0

（注1） 百万円未満を切り捨てて記載しています。

（注2） 小数第2位以下を四捨五入して記載しています。

３．参考情報

（1）本投資法人の資産の構成

＜地域区分＞
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銘柄 株式数
取得価額（千円） 評価額（千円）（注2）

評価損益 備考
単価 金額 単価 金額

株式会社久喜菖蒲

工業団地管理センタ

ー（注1）

7,550株 1 7,550 1 7,550 － －

（注1） 久喜物流センターの取得に伴い、同物流センターの所在する工業団地管理会社の株式取扱規程に従い、土地保有面積に応じた株

式を取得しています。

（注2） 非上場株式に該当するため、帳簿価額を記載しています。

種類 銘柄 券面総額
帳簿価額
（千円）

未収利息
前払経過

利子

評価額
（千円）
（注2）

評価損益 備考

匿名組合出資持分

合同会社 Sasanqua

を営業者とする匿名

組合出資持分（注1)

－ 856,912 － － 856,912 －

合計 － － 856,912 － － 856,912 －

（注1） 運用対象資産は、札幌南物流センター、成田物流センターⅡ、一宮物流センターⅡ及び新木場物流センターⅢをそれぞれ信託財産

とする信託受益権4物件です。なお、出資割合は匿名組合出資全体の9.0％です。

（注2） 評価額については、帳簿価額を記載しています。

物件
番号

不動産等の名称 所有形態
取得価格
（百万円）

（注2）

 帳簿価額
（百万円）

（注2）

 期末
算定価額
（百万円）

（注3）

投資
比率
（%）

（注4）

M-2 浦安物流センター
不動産

信託受益権

8,745
（注5）

8,580 17,300 2.9

M-3 平塚物流センター
不動産

信託受益権
1,466 1,163 1,750 0.5

M-4 新木場物流センター
不動産

信託受益権
2,454 2,069 4,070 0.8

M-5 浦安千鳥物流センター
不動産

信託受益権
6,000 4,815 11,000 2.0

M-6 船橋西浦物流センター
不動産

信託受益権
5,700 3,734 8,880 1.9

M-8 川崎物流センター
不動産

信託受益権
10,905 8,797 12,400 3.7

M-9 習志野物流センター
不動産

信託受益権
1,690 1,361 2,340 0.6

M-11 八千代物流センター
不動産

信託受益権

7,892
（注6）

6,415 14,200 2.7

M-12 横浜福浦物流センター
不動産

信託受益権
9,800 7,215 12,900 3.3

M-13 八千代物流センターⅡ
不動産

信託受益権
5,300 3,614 8,120 1.8

M-15 市川物流センター 不動産 4,550 3,912 6,200 1.5

（2）投資資産

①投資有価証券の主要銘柄

Ａ．株式

Ｂ．株式以外の有価証券

②不動産等の概要

本投資法人は以下の不動産等を保有しています。

Ａ．不動産等の概要（取得価格等）
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物件
番号

不動産等の名称 所有形態
取得価格
（百万円）

（注2）

 帳簿価額
（百万円）

（注2）

 期末
算定価額
（百万円）

（注3）

投資
比率
（%）

（注4）

M-16 東雲物流センター（注7）
不動産

信託受益権
11,800 10,887 15,700 4.0

M-17 習志野物流センターⅡ
不動産

信託受益権

9,119
（注8）

6,932 13,200 3.1

M-18
市川物流センターⅡ

（注7）（注9）（注18）

不動産

信託受益権
6,966 5,714 9,890 2.3

M-19 草加物流センター
不動産

信託受益権

14,440
（注10）

12,365 19,600 4.9

M-20 辰巳物流センター
不動産

信託受益権
9,000 7,788 16,100 3.0

M-21 柏物流センター
不動産

信託受益権
3,725 3,065 5,470 1.3

 M-22  武蔵村山物流センター
 不動産

信託受益権
8,650 8,132 12,200 2.9

 M-23  柏物流センターⅡ
 不動産

信託受益権

3,795
（注11）

3,337 5,420 1.3

 M-24  新子安物流センター（注7）
 不動産

信託受益権
9,696 8,280 13,200 3.3

 M-25  三郷物流センター
 不動産

信託受益権
3,873 3,171 5,000 1.3

 M-26  相模原物流センター
 不動産

信託受益権
8,032 6,606 12,700 2.7

 M-27  千葉北物流センター 不動産 1,459 1,620 2,800 0.5

 M-28  千葉北物流センターⅡ
不動産

信託受益権
4,608 4,289 6,620 1.6

 M-30  座間物流センター
 不動産

信託受益権
1,728 1,709 2,710 0.6

 M-31  新木場物流センターⅡ
 不動産

信託受益権
15,270 14,257 21,200 5.1

 M-32  横浜町田物流センター
 不動産

信託受益権
25,452 24,195 28,200 8.6

 M-34  白井物流センター  不動産 3,875 3,558 5,710 1.3

 M-35  戸田物流センター
 不動産

信託受益権
2,052 1,879 2,640 0.7

 M-36  市川物流センターⅢ
 不動産

信託受益権
3,850 3,608 6,350 1.3

 M-37  藤沢物流センター
 不動産

信託受益権
4,305 3,929 4,650 1.5

 M-38  羽生物流センター
 不動産

信託受益権
1,705 1,301 2,070 0.6

 M-39  埼玉騎西物流センター
 不動産

信託受益権
4,010 2,943 5,630 1.4

 M-40  加須物流センター
 不動産

信託受益権
3,790 2,695 5,320 1.3

 M-41  久喜物流センター（注7）
 不動産

信託受益権
8,577 8,360 9,350 2.9

 M-42  板橋物流センター
 不動産

信託受益権
4,105 4,048 4,500 1.4
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物件
番号

不動産等の名称 所有形態
取得価格
（百万円）

（注2）

 帳簿価額
（百万円）

（注2）

 期末
算定価額
（百万円）

（注3）

投資
比率
（%）

（注4）

M-43 船橋西浦物流センターⅢ(注7)
 不動産

信託受益権
5,181 3,959 5,520 1.7

M-44  印西物流センター
 不動産

信託受益権
1,313 1,368 1,430 0.4

M-45 横浜鳥浜町（底地）
 不動産

信託受益権
1,650 1,753 1,990 0.6

 首都圏　小計 246,530 213,444 344,330 83.1

 T-1  大東物流センター
 不動産

信託受益権

9,762
（注12）

8,921 21,000 3.3

 T-2  大阪福崎物流センター
 不動産

信託受益権
4,096 3,191 7,160 1.4

 T-3  清須物流センター  不動産
3,010

（注13）
2,666 6,560 1.0

 T-7  福岡箱崎ふ頭物流センター
 不動産

信託受益権
2,797 2,435 3,690 0.9

 T-9  福岡香椎浜物流センター
 不動産

信託受益権
2,750 2,249 4,050 0.9

 T-10  春日井物流センター  不動産
3,500

（注14）
3,084 5,200 1.2

 T-11  高槻物流センター  不動産
1,560

（注15）
1,518 1,870 0.5

T-12  愛西物流センター  不動産 2,510 2,462 3,040 0.8

 T-13  大阪西淀川物流センター  不動産 2,600 2,577 2,890 0.9

T-15  摂津物流センター  不動産 862 950 1,730 0.3

T-16 北名古屋物流センター
 不動産

信託受益権

10,600
（注16）

7,625 11,000 3.6

T-17 鳥栖物流センター
 不動産

信託受益権
751 791 879 0.3

 近畿・中部・九州地域　小計 44,799 38,474 69,069 15.1

 O-1  前橋物流センター
 不動産

信託受益権
1,230 867 1,330 0.4

 O-5  仙台港北物流センター  不動産 1,600 1,451 3,340 0.5

 O-6  石狩物流センター
 不動産

信託受益権

2,353
（注17）

2,447 2,450 0.8

 その他　小計 5,183 4,766 7,120 1.7

 ポートフォリオ　合計 296,513 256,684 420,519 100.0

物件

番号
不動産等の名称  所有形態

取得（予定）価格
（百万円）

（注2）

 帳簿価額
（百万円）

（注2）

 期末
算定価額
（百万円）

（注3）

投資
比率
（%）

（注4）

M-43
船橋西浦物流センターⅢ

（注18）

不動産

信託受益権
10,519 －

11,220
（注19）

－

（取得(予定)不動産等）

　
（注1） 主たる用途は物流施設です。

（注2） 取得（予定）価格及び帳簿価額は、百万円未満を切り捨てて記載しています。また、帳簿価額には建設仮勘定を含めていません。
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（注3） 期末算定価額は、本投資法人の規約に定める資産評価の方法及び基準並びに一般社団法人資産運用業協会の定める規則に基づき、株式会

社谷澤総合鑑定所、大和不動産鑑定株式会社、一般財団法人日本不動産研究所、シービーアールイー株式会社、JLL森井鑑定株式会社及び日

本ヴァリュアーズ株式会社による原則として決算日を価格時点とする鑑定評価額を記載しています。

（注4） 投資比率は、本投資法人が保有する不動産等の取得価格合計に対する各不動産等の取得価格の比率であり、小数第2位以下を四捨五入して記

載しています。

（注5） 当初の売買契約書に記載された売買代金2,902百万円から、2020年12月に取壊しを行った建物に相当する金額432百万円を減算し、建物の再開

発に係る工事価格6,275百万円を加算した金額を記載しています。

（注6） 当初の売買契約書に記載された売買代金2,266百万円から、2013年7月に取壊しを行った建物に相当する金額603百万円を減算し、建物の再開

発に係る工事価格6,230百万円を加算した金額を記載しています。

（注7） 各準共有持分相当の数値を記載しています。

東雲物流センター：47%
市川物流センターⅡ：36%
新子安物流センター：51%
久喜物流センター：44.5%
船橋西浦物流センターⅢ：33%

（注8） 2010年3月2日及び2025年2月3日の取得価格の合計額を記載しています。

（注9） 当初取得価格17,415百万円から、交換により2025年2月、2025年8月、及び2026年2月に譲渡済の準共有持分54％に相当する金額を減算した金

額を記載しています。

2025年1月16日付で交換契約を締結し、2025年2月3日付、2025年8月1日付、2026年2月2日付及び2026年8月3日付で、それぞれ準共有持分18%
を譲渡しました。また、当該交換契約に基づき、2027年2月1日付で、準共有持分18%を譲渡する予定です。

（注10） 2012年3月27日及び2017年2月6日の取得価格の合計額を記載しています。

（注11） 2013年9月20日及び2018年3月1日の取得価格の合計額を記載しています。

（注12） 当初の売買契約書に記載された売買代金7,617百万円から、2009年7月に取壊しを行った建物に相当する金額291百万円を減算し、再開発を行っ

た倉庫Ⅲの工事価格2,437百万円を加算した金額を記載しています。

（注13） 当初の売買契約書に記載された売買代金685百万円に、建物の再開発に係る工事価格2,325百万円を加算した金額を記載しています。

（注14） 当初の売買契約書に記載された売買代金830百万円に、再開発事業により新たに建設した建物の売買代金2,670百万円を加算した金額を記載し

ています。

（注15） 2017年10月2日及び2019年10月31日の取得価格の合計額を記載しています。

（注16） 2025年2月3日及び2025年8月1日の取得価格の合計額を記載しています。

（注17） 2024年3月29日及び2025年12月17日の取得価格の合計額を記載しています。

（注18） 市川物流センターⅡ（準共有持分36％）と船橋西浦物流センターⅢ（準共有持分67％）に係る交換契約は、金融庁の定める「金融商品取引業者

等向けの総合的な監督指針」に規定される、フォワード・コミットメント等に該当します。

（注19） 日本ヴァリュアーズ株式会社による2026年7月31日を価格時点とする鑑定評価額を記載しています。
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物件
番号

不動産等の名称

  総賃貸
可能面積

（㎡）
（注1）

  賃貸面積
（㎡）
（注2）

テナント
総数
（注3）

稼働率
（％）

PML値
（％）
（注4）

M-2 浦安物流センター 37,378.68 37,378.68 1 100.0 2.3

M-3 平塚物流センター 11,168.62 11,168.62 1 100.0 11.9

M-4 新木場物流センター 11,595.40 11,595.40 1 100.0 5.7

M-5 浦安千鳥物流センター 31,829.55 31,829.55 1 100.0 1.9

M-6 船橋西浦物流センター 35,809.99 35,809.99 2 100.0 0.1

M-8 川崎物流センター 46,667.00 46,667.00 1 100.0 5.7

M-9 習志野物流センター 4,123.60 4,123.60 1 100.0 1.8

M-11 八千代物流センター 56,882.98 56,882.98 2 100.0 0.2

M-12 横浜福浦物流センター 40,160.35 40,160.35 3 100.0 7.4

M-13 八千代物流センターⅡ 32,389.75 0.00 0 0.0 2.9

M-15 市川物流センター 18,735.76 18,735.76 1 100.0 2.0

M-16 東雲物流センター（注5） 24,380.84 24,380.84 1 100.0 5.6

M-17 習志野物流センターⅡ 48,342.83 48,342.83 1 100.0 2.4

M-18 市川物流センターⅡ（注5） 26,826.00 26,826.00 2 100.0 0.1

M-19 草加物流センター 55,300.10 55,300.10 3 100.0 2.7

M-20 辰巳物流センター 29,810.84 29,810.84 1 100.0 2.8

M-21 柏物流センター 20,550.73 20,550.73 1 100.0 0.8

M-22 武蔵村山物流センター 40,884.25 40,884.25 1 100.0 2.2

M-23 柏物流センターⅡ 50,159.55 50,159.55 1 100.0 1.9

M-24 新子安物流センター（注5） 36,251.63 36,251.63 2 100.0 4.4

M-25 三郷物流センター 19,405.45 19,405.45 1 100.0 0.9

M-26 相模原物流センター 42,733.37 42,733.37 1 100.0 4.0

M-27 千葉北物流センター 14,265.11 14,265.11 1 100.0 2.5

M-28 千葉北物流センターⅡ 25,595.13 25,595.13 1 100.0 1.6

M-30 座間物流センター 9,352.06 9,352.06 1 100.0 7.9

M-31 新木場物流センターⅡ 41,270.00 41,270.00 3 100.0 1.7

M-32 横浜町田物流センター 65,720.11 51,849.53 5 78.9 6.0

M-34 白井物流センター 25,653.79 25,653.79 1 100.0 1.2

M-35 戸田物流センター 7,219.40 7,219.40 1 100.0 3.2

M-36 市川物流センターⅢ 24,740.88 24,740.88 1 100.0 2.0

M-37 藤沢物流センター 16,443.72 16,443.72 1 100.0 14.9

M-38 羽生物流センター 5,919.53 5,919.53 1 100.0 1.7

M-39 埼玉騎西物流センター 24,574.14 24,574.14 1 100.0 2.4

Ｂ．不動産等の概要（賃貸状況等）
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物件
番号

不動産等の名称

  総賃貸
可能面積

（㎡）
（注1）

  賃貸面積
（㎡）
（注2）

テナント
総数
（注3）

稼働率
（％）

PML値
（％）
（注4）

M-40 加須物流センター 25,189.47 25,189.47 1 100.0 1.7

M-41 久喜物流センター（注5） 28,888.33 28,888.33 3 100.0 2.4

M-42 板橋物流センター 9,357.16 9,357.16 1 100.0 3.4

M-43 船橋西浦物流センターⅢ(注5) 18,663.77 18,663.77 4 100.0 2.6

M-44 印西物流センター 5,351.15 5,351.15 1 100.0 1.4

M-45 横浜鳥浜町（底地） 9,921.05 9,921.05 1 100.0 －

首都圏　小計 1,079,512.07 1,033,251.74 57 95.7 －

T-1 大東物流センター 97,391.00 97,391.00 1 100.0 11.2

T-2 大阪福崎物流センター 23,775.04 23,775.04 1 100.0 11.4

T-3 清須物流センター 20,438.09 20,438.09 1 100.0 5.0

T-7 福岡箱崎ふ頭物流センター 24,463.69 24,463.69 1 100.0 1.4

T-9 福岡香椎浜物流センター 21,217.48 21,217.48 2 100.0 1.7

T-10 春日井物流センター 22,246.29 22,246.29 1 100.0 2.0

T-11 高槻物流センター 7,305.33 7,305.33 1 100.0 11.1

T-12 愛西物流センター 13,852.46 13,852.46 1 100.0 3.6

T-13 大阪西淀川物流センター 10,213.81 10,213.81 1 100.0 5.1

T-15 摂津物流センター 8,108.40 8,108.40 1 100.0 7.1

T-16 北名古屋物流センター 42,751.60 42,751.60 3 100.0 3.9

T-17 鳥栖物流センター 3,606.03 3,606.03 1 100.0 5.1

近畿・中部・九州地域　小計 295,369.22 295,369.22 15 100.0 －

O-1 前橋物流センター 5,367.42 5,367.42 1 100.0 1.0

O-5 仙台港北物流センター 11,259.24 11,259.24 1 100.0 7.3

O-6 石狩物流センター 21,872.18 21,872.18 3 100.0 1.6

その他　小計 38,498.84 38,498.84 5 100.0 －

ポートフォリオ　合計 1,413,380.13 1,367,119.80 77 96.7 1.4

（注1） 総賃貸可能面積は、各不動産等に関する賃貸借契約（賃貸借契約の効力発生前に係る短期間の使用貸借契約を含みます。）に記載された建物
又は土地（底地の場合）に係る賃貸面積等（売店、自動販売機、太陽光発電設備、駐車場等に係る賃貸借契約は除きます。）をもとに算出してい
ます。以下、本「3.参考情報」における各記載において同じです。

（注2） 賃貸面積は、各不動産等に関する賃貸借契約（賃貸借契約の効力発生前に係る短期間の使用貸借契約を含みます。）に記載された建物又は土
地（底地の場合）に係る賃貸面積（売店、自動販売機、太陽光発電設備、駐車場等に係る賃貸借契約は除きます。）の合計を記載しています。な
お、当該不動産等につきマスターリース契約が締結されている場合には、エンドテナントとの間で実際に賃貸借契約が締結され賃貸が行われて
いる面積の合計を記載しています。以下、本「3.参考情報」における各記載において同じです。

（注3） テナント総数は、各不動産等に関する賃貸借契約（賃貸借契約の効力発生前に係る短期間の使用貸借契約を含みます。）に基づく物件ごとテナ
ントの合計を記載しています。
なお、当該資産につきパス・スルー型マスターリース契約が締結されている場合には、テナント数はエンドテナントの合計を記載しています。

（注4） PML値は、本投資法人が保有している不動産等について、東京海上ディーアール株式会社により作成された地震リスク調査報告書に基づく数
値を記載しています。ただし、当該地震リスク調査報告書については、その内容を保証するものではなく、調査機関の意見を示したものに過ぎま
せん。なお、PML（Probable Maximum Loss）とは、地震による予想損失率を意味します。PMLについて、統一された厳密な定義はありませんが、
本書においては、再現期間475年間（50年超過確率10%）に相当する地震が発生した場合の90%非超過確率に相当する損失額の再調達価格に
対する割合を使用しています。

（注5） 各準共有持分相当の数値を記載しています。
東雲物流センター：47%、市川物流センターⅡ：36%、新子安物流センター：51%、久喜物流センター：44.5%、船橋西浦物流センターⅢ：33%
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地域  総賃貸可能面積（㎡） 比率（%）(注)  取得価格（百万円） 比率（%）(注)

首都圏 1,079,512.07 76.4 246,530 83.1

近畿・中部・九州地域 295,369.22 20.9 44,799 15.1

その他 38,498.84 2.7 5,183 1.7

合計 1,413,380.13 100.0 296,513 100.0

（注） 小数第2位以下を四捨五入して記載しています。

総賃貸可能面積（㎡） 物件数 比率（%）(注2) 取得価格（百万円） 比率（%）(注2)

3万㎡超 21 38.9 201,684 68.0

1万㎡超3万㎡以下 22 40.7 76,182 25.7

1万㎡以下 11 20.4 18,646 6.3

合計 54 100.0 296,513 100.0

（注1） 持分を共有している物件については、当該物件の総賃貸可能面積の100%の数値をベースに分類したものの比率を記載しています。

（注2） 小数第2位以下を四捨五入して記載しています。

賃貸借期間（残存期間） 賃貸面積（㎡） 比率（%）(注1) 年間賃料
（百万円）(注2) 比率（%）(注1)

10年超 108,856.12 8.0 2,078 10.9

5年超10年以内 196,852.27 14.4 2,563 13.4

3年超5年以内 352,330.25 25.8 4,942 25.9

3年以内 709,081.16 51.9 9,478 49.7

合計 1,367,119.80 100.0 19,062 100.0

（注1） 小数第2位以下を四捨五入して記載しています。

（注2） 「年間賃料」は、各不動産等に係る賃貸借契約（賃貸借契約の効力発生前に係る短期間の使用貸借契約を含みます。）に記載さ

れた年間賃料又は月間賃料の合計額を12倍することにより年換算して算出した金額（複数の賃貸借契約が締結されている不動

産等については、その合計額）を記載しています。

③ポートフォリオの分散状況

本投資法人が保有している不動産等のポートフォリオの分散状況は、以下のとおりです。

A．地域別比率

B．総賃貸可能面積別比率（注1）

C．賃貸借期間別比率

④不動産等の損益等の状況（一覧表）

本投資法人が保有している不動産等の当期の損益等の状況は、以下のとおりです。

なお、以下に記載する各不動産等に関する「損益等の状況」における記載事項に関する説明は以下のとおりです。

・「損益等の状況」に記載されている金額は、将来における各金額を記載又は保証するものではありません。

・金額は百万円未満を切り捨てて記載しています。原則として発生主義に基づいて計上しています。

・「不動産賃貸事業収益」には、賃料、共益費の他、駐車場使用料、水道光熱費収入等が含まれています。

・「公租公課」には、固定資産税及び都市計画税が含まれています。なお、固定資産税及び都市計画税の納付義務は原

則として毎年1月1日時点における所有者に課されますが、本投資法人が取得した際に負担した固定資産税及び都市

計画税の精算金は、その精算金を取得原価に算入しているため、不動産賃貸事業費用として計上されていません。

・「修繕費」は、年度による差異が大きいこと、定期的に発生する金額でないこと等から、本投資法人が長期にわたり継続

して保有する場合の修繕費と大きく異なる可能性があります。

・「保険料」は、損害保険料のうち対象期間に対応する額が計上されています。

・「その他賃貸事業費用」には、信託報酬等が含まれています。
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物件番号 M-2 M-3 M-4 M-5 M-6

不動産等の名称
浦安物流

センター

平塚物流

センター

新木場物流

センター

浦安千鳥物流

センター

船橋西浦物流

センター

運用日数 181 181 181 181 181

①不動産賃貸事業収益合計

非開示

（注）

非開示

（注）

非開示

（注）

非開示

（注）

非開示

（注）

賃貸事業収入

その他賃貸事業収入

②不動産賃貸事業費用合計

公租公課

外注委託費

水道光熱費

修繕費

保険料

その他賃貸事業費用

減価償却費 63 8 15 43 38

固定資産除却損 － 0 － 1 －

③不動産賃貸事業損益

（＝①－②）
248 42 71 149 113

④賃貸NOI
　（＝③＋減価償却費

　＋固定資産除却損）

312 51 86 194 152

⑤資本的支出 2 3 4 19 3

⑥NCF（＝④－⑤） 309 47 82 175 149

(注) テナントの承諾が得られなかったため開示していません。

（単位：百万円）
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物件番号 M-8 M-9 M-11 M-12 M-13

不動産等の名称
川崎物流

センター

習志野物流

センター

八千代物流

センター

横浜福浦物流

センター

八千代物流

センターⅡ

運用日数 181 181 181 181 181

①不動産賃貸事業収益合計

非開示

（注）

60

非開示

（注）

非開示

（注）

0

賃貸事業収入 60 －

その他賃貸事業収入 0 0

②不動産賃貸事業費用合計 17 66

公租公課 5 13

外注委託費 0 5

水道光熱費 － 2

修繕費 － 1

保険料 0 0

その他賃貸事業費用 1 1

減価償却費 80 8 71 53 41

固定資産除却損 － － － － －

③不動産賃貸事業損益

（＝①－②）
196 43 233 236 △66

④賃貸NOI
　（＝③＋減価償却費

　＋固定資産除却損）

277 52 305 290 △25

⑤資本的支出 28 － 0 15 16

⑥NCF（＝④－⑤） 248 52 304 274 △41

（注） テナントの承諾が得られなかったため開示していません。

（単位：百万円）
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物件番号 M-15 M-16 M-17 M-18 M-19

不動産等の名称
市川物流

センター

東雲物流

センター

（注1）

習志野物流

センターⅡ

市川物流

センターⅡ

（注1）（注2）

草加物流

センター

運用日数 181 181 181 181 181

①不動産賃貸事業収益合計

非開示

（注3）

355

非開示

（注3）
非開示

（注3）
非開示

（注3）

賃貸事業収入 354

その他賃貸事業収入 0

②不動産賃貸事業費用合計 73

公租公課 31

外注委託費 0

水道光熱費 －

修繕費 0

保険料 0

その他賃貸事業費用 0

減価償却費 21 38 63 41 94

固定資産除却損 － － － － －

③不動産賃貸事業損益

（＝①－②）
100 281 205 156 297

④賃貸NOI
　（＝③＋減価償却費

　＋固定資産除却損）

121 320 269 197 392

⑤資本的支出 1 3 39 22 12

⑥NCF（＝④－⑤） 119 316 229 175 380

（注1） 各準共有持分相当の数値を記載しています。

東雲物流センター：47%、市川物流センターⅡ：36%
（注2） 2026年2月2日付で準共有持分18％を譲渡しています。

（注3） テナントの承諾が得られなかったため開示していません。

（単位：百万円）
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物件番号 M-20 M-21 M-22 M-23 M-24

不動産等の名称
辰巳物流

センター

柏物流

センター

武蔵村山物流

センター

柏物流

センターⅡ

新子安物流

センター

（注1）

運用日数 181 181 181 181 181

①不動産賃貸事業収益合計

非開示

（注2）
非開示

（注2）
非開示

（注2）
非開示

（注2）
非開示

（注2）

賃貸事業収入

その他賃貸事業収入

②不動産賃貸事業費用合計

公租公課

外注委託費

水道光熱費

修繕費

保険料

その他賃貸事業費用

減価償却費 46 25 55 29 58

固定資産除却損 － － － － 0

③不動産賃貸事業損益

（＝①－②）
227 82 194 122 197

④賃貸NOI
　（＝③＋減価償却費

　＋固定資産除却損）

273 108 249 151 256

⑤資本的支出 9 28 147 0 4

⑥NCF（＝④－⑤） 263 80 102 150 251

（注1）
（注2）

準共有持分（51%）相当の数値を記載しています。

テナントの承諾が得られなかったため開示していません。

（単位：百万円）
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物件番号 M-25 M-26 M-27 M-28 M-29

不動産等の名称
三郷物流

センター

相模原物流

センター

千葉北物流

センター

千葉北物流

センターⅡ

浦安千鳥物流

センターⅢ

(注1）

運用日数 181 181 181 181 130

①不動産賃貸事業収益合計

非開示

（注2）
非開示

（注2）
非開示

（注2）
非開示

（注2）
非開示

（注2）

賃貸事業収入

その他賃貸事業収入

②不動産賃貸事業費用合計

公租公課

外注委託費

水道光熱費

修繕費

保険料

その他賃貸事業費用

減価償却費 29 63 24 34 4

固定資産除却損 － － － － 0

③不動産賃貸事業損益

（＝①－②）
83 193 46 102 27

④賃貸NOI
　（＝③＋減価償却費

　＋固定資産除却損）

112 257 70 137 32

⑤資本的支出 － － 4 － 28

⑥NCF（＝④－⑤） 112 257 66 137 3

(注1) 2026年6月11日付で譲渡しています。

（注2） テナントの承諾が得られなかったため開示していません。

（単位：百万円）
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物件番号 M-30 M-31 M-32 M-34 M-35

不動産等の名称
座間物流

センター

新木場物流

センターⅡ

横浜町田物流

センター

白井物流

センター

戸田物流

センター

運用日数 181 181 181 181 181

①不動産賃貸事業収益合計

非開示

（注）

非開示

（注）

非開示

（注）

非開示

（注）

非開示

（注）

賃貸事業収入

その他賃貸事業収入

②不動産賃貸事業費用合計

公租公課

外注委託費

水道光熱費

修繕費

保険料

その他賃貸事業費用

減価償却費 9 73 96 44 14

固定資産除却損 － － － － －

③不動産賃貸事業損益

（＝①－②）
49 324 273 77 34

④賃貸NOI
　（＝③＋減価償却費

　＋固定資産除却損）

59 398 369 122 49

⑤資本的支出 33 0 58 － －

⑥NCF（＝④－⑤） 25 398 311 122 49

（注） テナントの承諾が得られなかったため開示していません。

（単位：百万円）
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物件番号 M-36 M-37 M-38 M-39 M-40

不動産等の名称
市川物流

センターⅢ

藤沢物流

センター

羽生物流

センター

埼玉騎西物流

センター

加須物流

センター

運用日数 181 181 181 181 181

①不動産賃貸事業収益合計

非開示

（注）

非開示

（注）

59

非開示

（注）

非開示

（注）

賃貸事業収入 59

その他賃貸事業収入 －

②不動産賃貸事業費用合計 15

公租公課 3

外注委託費 0

水道光熱費 －

修繕費 1

保険料 0

その他賃貸事業費用 0

減価償却費 22 30 9 23 31

固定資産除却損 － － － 0 －

③不動産賃貸事業損益

（＝①－②）
110 69 43 109 80

④賃貸NOI
　（＝③＋減価償却費

　＋固定資産除却損）

132 99 52 132 111

⑤資本的支出 － 0 1 3 21

⑥NCF（＝④－⑤） 132 98 51 129 89

（注） テナントの承諾が得られなかったため開示していません。

（単位：百万円）
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物件番号 M-41 M-42 M-43 M-44 M-45

不動産等の名称

久喜物流

センター

（注1）

板橋物流

センター

船橋西浦物流

センターⅢ

（注1）（注2）

印西物流

センター

横浜鳥浜町

（底地）

（注3）

運用日数 181 181 180 181 131

①不動産賃貸事業収益合計

非開示

（注4）
非開示

（注4）
非開示

（注4）
非開示

（注4）
非開示

（注4）

賃貸事業収入

その他賃貸事業収入

②不動産賃貸事業費用合計

公租公課

外注委託費

水道光熱費

修繕費

保険料

その他賃貸事業費用

減価償却費 37 12 13 2 －

固定資産除却損 － － － － －

③不動産賃貸事業損益

（＝①－②）
135 75 113 23 28

④賃貸NOI
　（＝③＋減価償却費

　＋固定資産除却損）

172 87 126 25 28

⑤資本的支出 － － － 2 －

⑥NCF（＝④－⑤） 172 87 126 23 28

（注1）

（注2）
（注3）
（注4）

各準共有持分相当の数値を記載しています。

久喜物流センター：44.5%、船橋西浦物流センターⅢ：33%
2026年2月2日付で準共有持分33%を取得しています。

2026年3月23日付で取得しています。

テナントの承諾が得られなかったため開示していません。

（単位：百万円）
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物件番号 T-1 T-2 T-3 T-7 T-9

不動産等の名称
大東物流

センター

大阪福崎物流

センター

清須物流

センター

福岡箱崎ふ頭

物流センター

福岡香椎浜物流

センター

運用日数 181 181 181 181 181

①不動産賃貸事業収益合計

非開示

（注）

非開示

（注）

非開示

（注）

非開示

（注）

非開示

（注）

賃貸事業収入

その他賃貸事業収入

②不動産賃貸事業費用合計

公租公課

外注委託費

水道光熱費

修繕費

保険料

その他賃貸事業費用

減価償却費 96 23 33 17 23

固定資産除却損 － － － － －

③不動産賃貸事業損益

（＝①－②）
396 130 95 70 65

④賃貸NOI
　（＝③＋減価償却費

　＋固定資産除却損）

492 153 129 88 88

⑤資本的支出 97 3 4 2 6

⑥NCF（＝④－⑤） 394 150 125 86 82

（注） テナントの承諾が得られなかったため開示していません。

（単位：百万円）
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物件番号 T-10 T-11 T-12 T-13 T-15

不動産等の名称
春日井物流

センター

高槻物流

センター

愛西物流

センター

大阪西淀川物流

センター

摂津物流

センター

運用日数 181 181 181 181 181

①不動産賃貸事業収益合計

非開示

（注）

非開示

（注）

非開示

（注）

非開示

（注）

非開示

（注）

賃貸事業収入

その他賃貸事業収入

②不動産賃貸事業費用合計

公租公課

外注委託費

水道光熱費

修繕費

保険料

その他賃貸事業費用

減価償却費 34 11 20 12 4

固定資産除却損 － － － － －

③不動産賃貸事業損益

（＝①－②）
79 27 47 51 39

④賃貸NOI
　（＝③＋減価償却費

　＋固定資産除却損）

114 38 67 63 43

⑤資本的支出 － 0 － 50 －

⑥NCF（＝④－⑤） 114 38 67 13 43

（注） テナントの承諾が得られなかったため開示していません。

（単位：百万円）
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物件番号 T-16 T-17 O-1 O-5 O-6

不動産等の名称
北名古屋物流

センター

鳥栖物流

センター

（注1）

前橋物流

センター

仙台港北物流

センター

石狩物流

センター

運用日数 181 131 181 181 181

①不動産賃貸事業収益合計

非開示

（注2）
非開示

（注2）

43

非開示

（注2）
非開示

（注2）

賃貸事業収入 43

その他賃貸事業収入 －

②不動産賃貸事業費用合計 12

公租公課 2

外注委託費 0

水道光熱費 －

修繕費 －

保険料 0

その他賃貸事業費用 0

減価償却費 36 1 8 9 9

固定資産除却損 － － － － －

③不動産賃貸事業損益

（＝①－②）
190 14 31 59 46

④賃貸NOI
　（＝③＋減価償却費

　＋固定資産除却損）

227 15 39 69 55

⑤資本的支出 3 － 0 0 24

⑥NCF（＝④－⑤） 223 15 38 68 31

（注1） 2026年3月23日付で取得しています。

（注2） テナントの承諾が得られなかったため開示していません。

（単位：百万円）
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不動産等の名称
（所在地）

目　　的 予定期間

工事予定金額（百万円）（注）

総　額
当期
支払額

既払
総額

船橋西浦物流センター

（千葉県船橋市）

空調機及び全熱交換器更新工

事
2027年7月 60 － －

八千代物流センター

（千葉県八千代市）
誘導灯・非常灯更新工事 2028年1月 67 － －

横浜福浦物流センター

（神奈川県横浜市）
外壁改修工事（西面1期） 2027年1月 81 － －

横浜福浦物流センター

（神奈川県横浜市）
共用部改修工事 2027年1月 56 － －

横浜福浦物流センター

（神奈川県横浜市）
外壁改修工事（西面2期） 2027年7月 88 － －

横浜福浦物流センター

（神奈川県横浜市）
外壁改修工事（西面3期） 2028年1月 96 － －

八千代物流センターⅡ

（千葉県八千代市）
倉庫空調新設工事 2027年7月 135 － －

習志野物流センターⅡ

（千葉県習志野市）
空調設置工事 2027年7月 420 － －

武蔵村山物流センター

（東京都武蔵村山市）
分割工事 2027年1月 93 4 4

加須物流センター

（埼玉県加須市）
倉庫系統空調機更新工事 2027年1月 42 － －

加須物流センター

（埼玉県加須市）
LED更新工事 2027年7月 46 － －

船橋西浦物流センターⅢ

（千葉県船橋市）
空調新設工事 2027年7月 110 － －

摂津物流センター

（大阪府摂津市）
2階～4階照明器具更新工事 2027年1月 14 － －

摂津物流センター

（大阪府摂津市）
キュービクル更新工事 2027年7月 75 － －

前橋物流センター

（群馬県前橋市）
事務棟1階男女トイレ改修工事 2027年1月 10 － －

仙台港北物流センター

（宮城県仙台市）
冷凍冷蔵設備更新工事

2025年11月～

2027年4月
464 1 3

（注） 百万円未満を切り捨てて記載しています。

（3）運用資産の資本的支出

①資本的支出の予定

本投資法人が保有している不動産等に関して、現在計画されている修繕工事等に伴う資本的支出の予定額のうち主要なも

のは下記のとおりです。なお、下記工事予定金額には、会計上、費用処理される部分が含まれています。
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不動産等の名称
（所在地）

目　　的 期　　間
支払金額

（百万円）（注）

武蔵村山物流センター

（東京都武蔵村山市）
防火区画形成工事 2026年4月 147

座間物流センター

（神奈川県座間市）

防火シャッター危害防止装置

設置工事
2026年7月 33

大東物流センター

（大阪府大東市）
倉庫Ⅱ北面西面外壁防水工事 2026年3月 73

大阪西淀川物流センター

（大阪府大阪市）
東面南面外壁補修工事 2026年7月 49

（注） 百万円未満を切り捨てて記載しています。

②期中に行った資本的支出

本投資法人が保有している不動産等に関して、当期に行った資本的支出に該当する主要な工事の概要は下記のとおりで

す。

③長期修繕計画のために積立てた金銭（修繕積立金）

該当事項はありません。
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テナントの名称 不動産等の名称
 賃貸面積

（㎡）
賃貸比率
（%）（注1）

株式会社ナカノ商会

柏物流センターⅡ

157,849.64 11.5

浦安千鳥物流センター

辰巳物流センター

福岡箱崎ふ頭物流センター

福岡香椎浜物流センター

新木場物流センターⅡ

摂津倉庫株式会社
大東物流センター

119,637.29 8.8
春日井物流センター

SBSネクサード株式会社

新子安物流センター（注2）

62,371.93 4.6大阪福崎物流センター

草加物流センター

ロジスティード東日本株式会社
八千代物流センター

61,768.36 4.5
市川物流センター

佐川急便株式会社

東雲物流センター（注2）

57,327.56 4.2

新子安物流センター（注2）

横浜福浦物流センター

羽生物流センター

前橋物流センター

習志野物流センター

佐川グローバルロジスティクス株式会社
川崎物流センター

53,617.90 3.9
久喜物流センター（注2）

三井倉庫ロジスティクス株式会社 習志野物流センターⅡ 48,342.83 3.5

DHLサプライチェーンジャパン株式会社 相模原物流センター 42,733.37 3.1

株式会社バンテック 武蔵村山物流センター 40,884.25 3.0

NX・NPロジスティクス株式会社 浦安物流センター 37,378.68 2.7

テナント全体の合計 1,367,119.80 100.0

（注1）
（注2）

小数第2位以下を四捨五入して記載しています。

各準共有持分相当の数値を記載しています。

東雲物流センター：47%
新子安物流センター：51%
久喜物流センター：44.5%

（4）テナント及び主要な不動産等の概要

上位10テナント

本投資法人が保有している不動産等におけるテナントのうち、2026年7月31日現在における全賃貸面積の上位10テナント

は、以下のとおりです。
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